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規 約 の 濫 用 的 条 項
一 アパル トマ ンの区分的共 同所 有規約 一
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収益を得 る,い わ ゆ る二重 ど りの例な どであ る。後者は,規 約 上,区 分所
有者に対 しその有す る専 有住居 の譲 渡 または賃貸を長期 間にわ た り禁止す
るとか,規 約違反 の制 裁 として違反 者の専有住居を強制売却 させ るな どの
条項 を定め る場合がそれ にあた る。 これ らの点に関 しては,建 物 の区分所
有等 に関す る法律(以 下,区 分所有 法 とい う)は 直接 の規定 を欠 いてい る
ため に,判 例は,民 法 の一般原則 た る公序 良俗違反 の法理(同 法90条)や
区分所 有法の立法趣 旨に基づ いて対処 してい るが,そ の法理等 の適用につ
いては非常 に柔軟な態度 を とってい る(1)。この よ うな判例 の対応がはた し
て妥 当であろ うか。
建物 区分所 有の規約一般について,区 分所有法は基本的には規約 自治な
い し規約優先 主義を貫い てい るが(2),しか し,規 約万能を うた ってい るも
のでは ない。 この ことは,区 分所有法23条が区分所有法の条文 を尊重(強
行 法規化)し て区分所有法 に定め るものは(同 法の他の条文で規約 にお い
て定 め ることがで きる旨を明記す るものは別 と して)規 約 で定 め ることが
で きない とし,ま た,規 約に よ り区分所 有者以外の者の権利 を害する こと
が できない としてい ることか らも明 らか であ る。 規約は,区 分所 有権の共
同憲章 であるか ら,そ の内容が適切な ものでなければ な らない と同時に安
定 性のあ る もの でなけれ ばな らない。
本稿は,実 際上 の規約 に定め られ ている種 々の条 項が区分所有法 の強行
規定 に 明 らか に反す るものではないが,な お区分所 有法が 目ざ してい る共
同の良 好 な管理 使用 に反 す る とか,区 分所 有者個人 の権利 を不 当に侵害す
るな どの広 い意味 での濫用的条項 に対 して,そ れ らの条項 の規約 としての
効 力を な くし,無 効 を主張す るために現行 区分所 有法 お よび民法において
どの よ うな法律構成 をなす ことが可能であ るかを探 るものであ る。 ところ
で,こ の点につ いての研究お よび判例は,わ が国ではい まだ十分 であ ると
ぽいいが たい ので,そ の研究お よび判例 が豊富 で,か つ,実 績 を 有 す る
フラ ソスにおけ るアパル トマ ソ(appartement)の区分的 共 同 所 有 規 約
(reglementdecopropriet6)を素材に して検討す ることに した(3)。もとよ
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り,フ ランスの場 合,・わが 国の区分所 有法 の下での規約 体制 とおお きなへ
だた りがあ り,ま た,区 分的 集合住宅 の利用 をめ ぐる生活 に も差 異が あ る
が,そ の違 いはそれ として受 け止 めて も,十 分参考にな るもの と思われた
か らであ る。 また,小 稿 は,少 しよ くば り,フ ラ ンスの区分的共 同所 有規
約の有効性 の問題ばか りでな くその全体 に まで及んだ。 これは,規 約 の有
効性を理 解す る うえで必要 であ ることはい うまで もないが,近 蒔,わ が国
で も区分所有法 の改正,お よび標準規約 案の作成 な どがいわれ て き て お
り,そ れ らに も参考になれば と思 ったか らであ る。 しか し,結 果的には そ
の焦点がばや けたのではないか と恐れ てい る。
(1)大 阪 高判昭和55年4月25日判 タ422号92頁お よびその第一審の大阪地判昭
和53年11月29日判 タ375号105頁(駐車場専有使用権の分譲業者に よる特定区
分所 有者への譲渡につ き、好 ましい とはいえないが公序良俗に反 しない とすの
もの)!東京地判昭和54年4月10日判時941号59頁判 タ388号101頁(屋上広告
塔を特定の区分所有者が無償で専用使用 し得 る旨を定めた条項につき,屋 上広
告塔な ど一般共有者 の専有部分の使用に さほ ど支障 を きた さない共用部分 につ
いては区分所有法の立法趣 旨に抵触 した条項 とはいえない と す る も の),参
照,拙 稿 「マンションにおけ る専用使用権」 ジ ュ リス ト711号118頁。
(2)拙 稿 「区分所有法の役割 と限 界」 ジ ュリス ト増刊総 合特集 ・集合住宅 ・17
号110頁。
(3)わ が国における区分所有規約につい ての研究 としては,石 田喜久夫 「区有
所 有権一 規約 と集会」住宅関係法n(住 宅問題講座3)167頁,米 倉喜一郎
「規 約 ・集会」 マ ンシ ョン建売住宅221頁,稲 本洋之助 「区分所 有におけ る管
理 と規約(1～3)」 不動産鑑定8巻4号55頁,5号42頁,7号37頁,玉 田弘 毅
「区分所 有規約」不動産研究16巻4号17頁,同 「区分所有規約条項について」
不動研究17巻1号55頁,新田敏 「民法254条と区分所有法25条一管理規約の特
定 承継人に対す る効力」法学研究47巻12号29頁,丸山英気 「任意管理機構」玉
田他編建物区分所有権法所収238頁,同 「区分所 有建物の管理(上)」ジ ュリス
ト627号41頁,同・区分所有建物 の法律問題81頁,松岡勝 博 「公団集合分譲住 .
宅 の所有 と管理(上)」NBL.320瓦 な どがあ る。わが国におけ る 「フラン3
の区分的共同所有についての研究 ・資 料 としては,小 沼進一 「フランスにおけ
る区分所 有権立法資料」玉 田他編建物区分所 有権法巻末資 料所収,同 「フラソ
ス区分所有権法 の基本観念」青山法学 論集87頁,同 「フランスr1938年6月28
助日法 律 」 青 山 法学論 集79頁,同 「フヲ ンス区 分所 有権 法 に おけ る所 有 関係(1)
.ev(5)」青 山 法学 論 集19巻1号39頁 等,が あ る。
区 分 的 共 同所 有 規約 に関 す る フ ラ ンス の判 例 は膨 大 な 数 に のぼ り.そ のす べ
て にわ た り調べ る余裕 は なか った。 そ の規 約 に関 し本 稿 で参 考 に し え た 文 献

















117・ets・(なお,他 に 有 力 な 文 献 も い く つ か あ る 。 後 日,補 正 し た い と 思 う 。)
∬ アパル トマンの区分的共 同所有規約
1.'区分的共同所有規約の憲義 ・特質
建物付設不動産(immeublebati)(nの区 分的共同所 有 〔権)(copropri6t6)
の規定 を定 あ る現行1965年7月10法(65号)は,区分的 共同所 有の共同的
組織 として,・大 別 して,区 分的共同所有規約,区 分的 共同所 有老の管 理組
合(syndicat),管理者(syndic),および区分的共 同所 有 者 の 総 会(as
semblbe96n61ale)を設け一(いる。 なか で も・区分的共同 所 有 規 約 は・
1965年法 以前におい て も最 もよ く活 用 され て きた し,現 行法に おいて も共
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同的組継 の重要 な一 支柱 とな ってい る。
1965年法 以前,と くに旧1938年6月28日法 以前にお いては,区 分的共 同
所有規約は民法 上の契約 として構成 されていた。 旧1938年法は,良 好 な享
有 と管理に備え るためにそれに普通 の契約 を越 え る特別 の効 力(区 分的共
同所 有者の承継 人に対す る拘束 力)を 付与 した。 しか し,こ の時 期におい
ては まだ任意的制 度に しかす ぎなか った。 さ らに,現 行1965年法が,共 同
の享 有 と管理 を適 切に保持す るため に前述 の共 同的組織に属す る各機構 に
関す る規定 を強行法 規化 した ことに ともない(同 法43条),区 分的共同所
有規約は強制的制度 となった。
区分的共同所有規約は,区 分的共同所有の生活 その ものを組織す ること
を 目的 とす るもの であ るか ら,現 行1965年法8条1項 は,「 区分的共 同所
有 規約ぽ,分 割 明細 書(1'6tatdescriptifdedivision)'を含 む と否 と(に
かかわ らず〕,専有お よび共 用部 分の用途(destination),ならびにそれ ら
の享有(iouissance)の要件を定め る。同様に,こ の法律の規定 を留 保 し
て,共 用部分 の管理(administration)に関す る規則を定め る。」 とした。
す なわ ち,8条8項 は,区 分的共同所有規約には,区 分的共同所有者の有
す る区割分(lot)(3)に属す る専有部 分(partieprivative)および共用部分
(partiecommune)の享有に関す る区分的共 同所 有者の権利お よび義務,
お よび共用部分の管理組織 お よび方法 な どを含 ませ ることがで きるとした
のであ る。
1規 約強制 主義
現行1965年法 の下においては,区 分的共同所有規約の存在 お よび存続 が
強制 され てい る。す なわ ち,同 法は,区 分的共 同所有不動産の強制的 ない
し義務的書類(documentobligatoire)として区分的共同所有規約 を要求 し
てお り,そ の規約 の作成 を強制 してい る(の〔1・1〕。 この規約 強制主義 は,
形式的には,規 約の内容を定め る現行法8条 が強行法 規 であ る こ と か ら
(同法43条)導かれ,実 質的 には,規 約の不存 在が区分的 共同所有権の運
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用 を著 し く困難 にす ることに基づ いてい る。 旧1938年法 は,規 約 の作成 は
任意(factiltatif)であ るとしていたか ら,規 約不存 在の区分的共 同所有権
も生 じ得 たのであ るが,実 際 上はその例 はわずかであ った⑥。 この よ うに
規約不存 在(inexistencedureglement)の状態が現行法の下に まで 継 続
してい る場 合は,強 制主義を とって い るとはいえ補充的に現行法 の下では
区分的 共同所 有権 の法定制度が課せ られ ることにな る。
〔1・1〕 グル ノブル 大 審 裁 判 所1967年2月24日 判 決(Trib.gr.inst・
Grenoble,24f6v.1967,D.1967.352,noteGivordetGiverdon.)
〔事 案〕 《HoteldelaCit6》とい う名の区分的共同所有不動産には,1845年
6月5日 付の規約が あったが,区 分的共同所有者の負担 の配分に関 しては幾種
類 もの複雑な条項にな ってお り,し か も,そ の規約は区 分的共同所 有者の同意
な くして作成 された ものであ り,か つ,公 示 もされていなか った。1966年の区
分的共同所有者集会 において,規 約の変更お よび負担の配分の変更 についての
区分所 有者か らの要求を審議 したが,否 決 された。そ こで,区 分的共同所 有者
Xら7名 は,他 の区 分的共同所有者Yら18名を相手 と して,有 効な区 分的共同
所有規約がな いか ら,1965年法8条 にい う規約の強制的性格お よび同法5条9こ
の っと り区割 分に含 まれ る専有部分 の相対的価格に応 じて負担を決めその額 を
算定す る新負担配分を含む区分的共同所 有規約の設定手続 をとれ るよ うに訴 え
た。Yら は,そ の規約は1845年の ものであ るか ら有効 であ り,公 示がな くとも
そ の規約を知 ってい る者 のすべてに執行す ることができる,な どと主張 した。
〔判 旨〕 認容 。「この規約 は,いかな る署名の記載 もな く,それ を採択 した区分
的共同所有者集会の議事録(procさs・verbal)の提出 もなか ったのであ るか ら,な
ん らの公署的性格を ももたない。 この書類(規 約)は,費 用の分担(contribu-
tionauxdepenses)のための規則を定めた 〔だけの〕 ものであ って,法 律の意
味におけ る区分的共同所有規約 とはみな されない。…… この状 況に お い て は,
公 の秩序の性質 を有す る,1965年7月10日の規定,と くに8条 を適用す こ と
が必要であ る。……前記の法律の規定に従い,と くに共 同費用を含む区分的共
同所有規約を設定 させ るのは,区 分的共同所有者 〔の権限〕に属す る。…… し
た がって,1964年法 の規定 に従 って,当 該不動産の区分的 共同所 有者は,有 効
な証書(titre)の欠如 として,と くに共同負担 の配分を含む区分的共 同所有規
約 を共同の費用で設定 させなければな らない。同時に,裁 判所は,鑑 定人Aに
負担の配 分のための鑑定を命 じた。」
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2規 約 の法 的 性 質
区 分 的 共 同所 有 規 約 の法 的 性 質 に つ い て,現 行1965年法8条1項 で
《reglementconventionneldecopropri6t6》と い う表 現 を 用 い,ま た,
1967年デ ク レ3条1項 では 規 約 は 《peuventfairel'objetd'unactecon-
ventionnel》と し,そ れ ぞ れ 《conventionne1》の語 を 用 い て い る こ と か
ら,現 行 法 は そ の 合 意的 性 格(caractさreconventionnel)を明 確 に して い
る とい え る。 これ まで の判 例 お よび学 説 の多 数 も,規 約 の合 意 的 な い し契
約 的 性 格(caract△recontractuel)を肯 定 して い る(6)。しか し,そ の 合意
ない し契 約 の性 質 ・種 類に つ い て は 見解 が必 ず し も一 致 して い な い。 規約
は 区 分 的 共 同 所 有 者 間 の合 意 で あ り,こ れ に よ って区 分 的 共 同所 有 者 が 互
いに 義 務 を負 う双 務 的 契 約(COntratSynallagmatiqUe)であ る と す る も
の,組 合 契 約(contratdesoci6t6)および社 団 契 約(contratd'associa・
tion)など民 法 上 の類 似 の 契 約 に近 づ け て それ らの規 則 な い し定 款(statut)
と同 類 の もの とす る もの,規 約 の 効 力 が 当事 者 以 外 の 者 に も及 ぶ こ と か
ら,そ の法 規 的 また は 制度 的 性 格(caracterestatutaieouinstitutionnel)
を強 調 して,契 約 的 側 面 と制 度 的 側 面 を同 時 に 有 す る特 殊 契 約(contrat
suigeneris)であ る とす る もの,な どが あ る(7)。
3規 約の解釈(interpr6tation)
区分的共 同所有規約 の解釈 ぱ,そ の規約 の契約的性格か ら,一 般 の契約
におけ る場 合 と同様 に行われ る。 したが って,区 分的共同所有規約 の解釈
は,事 実審裁判官(jugedufond)の専 権 的 判 断(apPr6ciationsouve-
raine)による〔1・2〕(8)。これに対 して,破 殿院は,法 律審 であ るか ら,事
実 審裁判官 に よって規約 の曲解(d6naturation)がもた らさ れ た 場 合 と
か〔1・3〕(9),規約条 項お よびそれに関す る法規の違背が 生 じた場 合でなけ
れば,規 約に関す る訴訟を認 め ることができない㈹)。 事実審裁判官 とい
え ど も;規 約の解釈 をなす ことは できるが,規 約 に新た な制限 を加 えたり
す ることはで きない。 また,あ る点について規約条 項が欠如(absence)し
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てい る場合で,か つ,そ の点に関す る法規 が存す るときは,法 自体が適用
され る(11)。規約条項 自体が腰昧(ambiguit6)であ るとか,規 約条項 間に
矛盾(contradiction)があ る場 合な どについて,一 般 的に事実審裁判官に
よる解釈 が認 め られ てい る〔1・4〕。
〔1・2)破 殴 院 民 事 部1969年2月28日 判 決(Cass.civ.,28f6v.1969,
J.C.P.1970.II.16220,noteB6chade.)
(事案〕 区分的共同所有建物の地階(rez・de-chauss6e)に区割分(専有部分)
を賃借 していたYは,そ の区割分を1951年に元の区分的共同所有者か う買取 っ
た。この区割分 には,《grandcourcouverteparunhangar》(〔倉庫,車 庫
等の用に供す るための工作物の〕屋根でおおわれた広い庭)が 含まれ,こ のこ
とは区分的共同所有規約 に も明記 されていた。Yは,1963年に,そ の工作物が
非常 に老朽化 したので,規約にの っとり,かつ,管 理者Xの 同意を得た うえで,
新 しい工作物 に設置 し直 した。 ところが.Xは,Yに 対 し,Yは 民法 典555条
(土地所有者は第三者に よって建 築 された工作等 を収去 させ る権利を有す る旨
の規定)を 無視 し,土 地の共有権 を侵害す るものであ るな どとして,そ の再設
した工作物の解体(d6molition)を訴求 した。Paris控訴院では,xが 敗訴 し
た。Xは 上告。
〔判 旨〕 棄却。 「民法典555条の規定 は,工 作物が 第三者の工作である場合
の土地の所 有者 の権利を定めた ものであ る。区分的共同所有者は,他 の区分的
共同所有者 との関係においてその よ うな もの(第 三者)と はみな されない。 …
…事実審裁判官が取得証書(acted'acquisition)Vこ従 って,Yは 庭 とその壁 の
排他的所 有者 であると指摘 し,お よびYに よ り実 行された工事が土地 に も他の
者の共 用部分に も影響を及ぼ さず,か つ,管 理者 の同意を得て,区 分的共同所
有規約6条 にの っとり区分的 共同所有権 を有す る建築家の監督 の下で行われた







の適用 の余地 が あるよ うに思わ れ るか らであ る。
〔1・3〕 破 殿 院 民 事 部1962年5月7日 判 決(Cass.civ.,7mai1962,J.
C.P.1962.II.12829,noteKishinewsky・Broquisse,Gaz.Pal.1962.
2.129,D.1962.2.568.)
〔事案〕1949年に作成 された区分的共同所有規約 には 「アパル トマ ンを市民
住居(habitstionbourgoise)としてのみ使用 しなければ な らない とい う家 屋
(maison)の用途 を,変 更す る結果 となる決議は,出 席 または代理 による所 有
者の議決権の満場一致(unanimit6)が得 られなければ な らない」 と定め られ
ていた。 ところが.総 会は,区 分所 有者3名 の白紙投票(bulletinblanc)が
あったのに アパル トー?ンの家具付賃貸借(locat三〇nenmeub16)を許すために
前記規約 の変更を決議 した。 この規約変更 決議の効力をめ ぐって争 ったのが本
件であ る。控 訴院 は,前 記決議は3名 の白紙投票 があったに もかかわ らず,そ
れを除外す ることに よって議決権の満場一致を得た ものであ る,と した。
〔判 旨〕 破殴 ・移送。 「多数の出席 または代理 に よる区分的共同所 有者が,
提示 された変更に 同意 を与え ていない とい うものではないが.攻 撃された 〔控
訴院 の〕判決は,前 記規約条項の明白かつ簡明な規定 を曲解する ものであ る。」
(1・4)破 殿 院 民 事 部1969年11月6日 判 決(Cass.civ"6n帆1969,
D.S.1970.286.)
〔事実〕 パ リのDecamps通りに所在す る不動産の区分的共同所 有者の管理
組合は,1964年の1回 目の総会で組 合員の満場一致 によ り,水 力エ レベーター
(ascenseurhyraulique)を特定の型 の電力エ レ ベ ー タ ー(cascenseur61ec・
trique)に取替え るgと を決議 した。2回 目の総会 で は,過 半 数(rnajorit6)
に よ り,前 に決めた型 とは異 なる型(エ レベーターボ ックス(cabine)が完全
扉であ るか ど うかの違 いがあ った)に 代 え ることを決議 した。 これに反対の区
分的共同所有者の1人Xは,2回 目の過半数に よる決議は要 件(1965年法26条
に よる二重多数が必要)を 欠 く,な どとして,そ の決議無効を請求 し争 った。
Paris控訴院 では次 の理由でXが 敗訴 した。すなわ ち,控 訴院は,同 不動産の
区分的共同所有規約 では 「エ レベー ターお よびそれに関係す る器具 ・付属品の
すべては,地 階 の所 有者を除 いて各階(6tages)のアパル トマ ンの 所有者でな
ければ帰 属 しない,お よび,地 階 の所有者はその費用 のみを負担す る。……」
と定め られ ていたので,共 用部分 の100分の55の所有者(第2回 目の総 会の過
半数の数 を示 してい る)は,エ レベーターの100分の75の(議決権数=持 分総
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数)所 有者 に該当す る,と して,第2回 目の決議は二重多数を得ていると述 べ
た のであ る。Xは,控 訴院判決は規約違反 および共用部分の持分に関す る1965
年法5条 お よび22条に反す るとして上告q
〔判 旨〕 棄却。 破殴院は,エ レベーターの取替は総会の満場一致で決議 さ
れてお り,エ レベーターボ ヅクスの変更は,控 訴院が判断す るように取 替決議
の執 行方法に関す るものであるか ら文書(lettre)(=第1回目の総会の議事録
と思 われ る)を 曲解す るものではない とし,エ レベ ーターは各階 にあ るアパル
トマ ンの所有者でなければ帰属 しない と定め る区分的共同所有規 約は,利 害関
係を有す る区分的共同所有者のために,共 同の所有権 を創造 した ものであ ると
述べ る事実審裁判官の判断 も容れ ることが できる,と い う。
この 判 決 は,事 実 審 裁判 官 が 区 分 的 共 同 所 有 規 約 を 曲 解 す る こ とな く忠
実 に 解 釈 した もの と され る代表 例 で あ る(13)。な お,エ レベ ー タは,判 例
上,本 件 の規 約 の よ うな反 対 証 書(titrecontraire)がなけ れ ぽ 区分 的 共
同所 有 者 全 員の 共 有 と推 定 きれ て き て い るが,そ の 修 繕 ・取 替 等 の 費 用 の
負担 の 点 で再 考 され るべ き問題 で あ る 〔5・1〕〔5・2〕。
(1)《immeublebati》とは,建 物が建設 された不動産である。 しか も,そ れ
は,建 物(batiment)の部分 と土地(terrain)の部分の両方を含ん だ ものであ
る。その訳語 としては,こ れまで,建 物不動産(小 沼 ・前掲資料31頁),建 物
付不動産(星 野 ・民法論集第二 巻128頁,玉田 二鈴木 「建物区分所 有法の改正
問題に関連 して」昭和55年秋私法学会 シンポジウム資料立法例 の比較6頁)と
い う語があて られ ていたが,《bati》ない し 《batir》の語 を強調す るのが妥当
と思われるので,本 稿では,一 応,建 物付設不動産 とい う語をあてた。'
なお,《immeublenonbfiti》(建物非付設不動産),お よ び 《immeubleen
coursdeconstruction》(建設中の不動産)に は,現 行法の適用が排除 され る
(GivordetGiverdon,op.cit.,n.29-1,29-3.)。
(2)《copropri6t6》は,共 同所有 〔権〕である。 これは広義 で は,共 有(in-
division)==不分割共同所有(copropri6t6indivise)と一 部分割的共同所 有 を
含めて用い られてい るが,一 般的には,後 者の ものと して狭 義に使 わ れ て い
る。狭義の場 合の訳語 として,こ れ まで区分所有 〔権〕(星 野 ・民法論集第二
巻128頁,小 沼 ・前掲資料29頁等)と い う語が あて られ てきた。 しか し,フ ラ
ンスの狭義のcopropriet6の中には;わ が国で区分所 有権の対象 とされ る専有
部分の所有権のほかに,共 用部分等の共有権 も含 まれ てい るか ら,わ が国 の区
分所有権 と区別す るために,本 稿では,区 分的共同所有 〔権 〕 とい訳語をあて
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た 。
な お,区 分 的 共 同 所 有 権 は,不 分 割 共 有 と 区 別 し て,従 来 か ら,階 層 所 有 権
ProPriet6Par6tages,propti6t66tages)とか(実 方 正 雄 ・仏 蘭 西 民 法 〔皿 〕物
権 法139頁)tア パ ル トマ ン 共 同 所 有 権(copropri6t6parappartements)と
か,・階 層 室 所=有 権(propri6t6par6tagesetapparternents)など の 用 語 が 使
わ れ て き た6ま た,ア パ ル トマ ン の 区 分 的 共 同 所 有 規 約 と い う標 題 な ど 本 稿 で
使 っ て い る ア パ ル トマ ソ(appartement)と い う 用 語 は,狭 義 の 居 宅 の 意 味 に
お い て 使 っ て い る 。
(3)《10t》 と い う の は,区 分 的 共 同 所 有 法 で は,1965年 法 に 至 っ て 導 入 さ れ た
も の で あ る が(同 法1条 等),す で に 不 動 産 公 示 法 に お い て(1955年 デ ク レ55
号71条 一1959年1月7日 デ ク レ5号 改 正)使 わ れ て い た610tと い う概 念 は,
現 行 区 分 的 共 同 所 有 法 の 条 文 に 再 三 で て く る が,定 義 さ れ て い る わ け で は な
い 。 し か し,lotと い う の は,現 行 区 分 的 共 同 所 有 法 上 は,分 割 さ れ た 専 有 部
分 と 共 用 部 分 の 持 分(quote・part)とか ら な る と こ ろ の 一 体 の も の と み る べ き
で あ る(GivonetGi▼erdon,oP.cit.,n:154)。こ の 訳 語 と し て は,こ れ ま で
区 分(星 野 ・前 掲128頁),享 益 部 分(小 沼 ・前 掲 資 料31頁)と い う 語 が 用 い ら
れ て き た 。 し か し,lotは,単 な る 区 分 に と ど ま ら ず(わ が 国 の 物 理 的 な 意 味
で の),共 用 部 分 の 持 分,す な わ ち 割 合 分 も 含 む の で,こ の 意 味 を も外 に 出 す







cit.,n.270;Maquet,op.cit.,153.なお,判 例 に も 制 度 的 性 格 を 認 め る も の





(9)事 実 審 裁 判 官 が 規 約 を 曲 解 し た と さ れ た 判 例 と し て,caSs:・civ・3・7mai
1962〔1・3〕;Cass.civ.,8janv↓1962,J.C.P.1962.II.12600,D.1962.




n、516.一一一 ・Cass.civ.,3mars1953,D.1953.320.ただ し,本 判 例 は,旧1938
年法 の適 用 に つ い ての もの であ るが,現 行 法 も同様 に 考 え て よい。
(12)た とえば,Cass.civ.,12mrs1962,Inf.rap.coprop.sept.1962,p.190,
Act、jur.P.1.1962,ILp.931noteCabanac(cit6auKishinewsky・Broquisse,
op.cit・,n.516・p、557.)一一 矛盾 条 項 に つ い て,本 判 決 は,「 当事 者 の 共 通 の
意 思 を探 究 して書類(規 約)を 解 釈 す るの は,事 実 審 裁判 官 の 権 限に 属 す る。」
とい って い る。
(13)し か し,最 近 で は,疑 わ しい 条項(clausedouteuse)は,原則 と し て,
契 約 を 附合 的 に締 結 した 者 の た めに,す なわ ち区 割 分 の 買主(取 得者)た る区
分 的 共 同所 有者 の ため に 解 釈 す るべ き であ って,こ の者 の利 益 ぱ,不 動 産 の売
主 や 分 割 に よ り区 分所 有 権 を生 じ させ 規 約 を設 定 した老 の利 益 とか,不 動産 開
発 者 の それ な どよ りも保 護 され るべ き であ る とす る判例 も現 わ れ て お り興 味 深
い 点 で あ る(Paris,3juill.1972,Gaz,Pal.1972.2.794;Trib.gr.inst.
Paris,3f6vr,1972,Gaz、Pal.1972.2.796.)。一 一 な お,両 判 例 は,い ず れ も
管 理 人 室(logebelaconcierge)カ';規約上,共 用 部 分 とされ て い るに も か か
わ らず,こ れ がそ の規 約 作 成 老 た る売 主 か ら区分 的 共 同所 有 者 以外 の者 に売 却
され専 有 化 して い る もの で,管 理 者等 が,管 理 人室 は 区 分的 共 同所 有 者 の 共有
で あ り専有 部 分 と分離 して は売 却 で きな い(現 行1965年法6条)と して 前記売
買契約 の無 効 な どを請 求 した もの であ る。 裁 判 所 は,区 分 的 共 同所 有者 の た め
に そ の請 求 を 認 め たの で あ る。 この よ うな事 態 を招 くに つ い ては,不 動産 分 割




現行1965年法の下にお いては,区 分的共同所有規 約 の 設 定(6tablisse-
ment)が義務づけ られ(設 定強制主義),ま た,そ の規約 の変更(modifi・
cation)は許 され ているが,規 約を 廃止 して しま うことは認め られない(D。
これ は,現 行法 が前述の よ うに規約 の存在 と存続 を要請 して いるか らであ
る。 さらに,現 行法は,規 約 の設定お よび変更 を当事者以外の者に対抗す
る うえで必要 な形式 として公示(publicit6)を要 求 してい る(同 法13条)。
現 行法お よび デ クレにおけ る規約の設定 ご変更お よびその 公示に関す る後
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述 の規定は,い ずれ も強行法規 であ るか ら(同 法43条),そ れ らの規定 と
異な る規約条項はすべ て無効 であ る。
1規 約の設定(6tablissement)
区分的共同所有規約 の設定は,必 ず しも区分的共 同所 有者の全 員一致に
よる合意を必要 とす るものではな い。その全 員一致 に よる合意が なければ
原始 規約を設定す ることがで きな い とい うの では,全 員一致 が得 られな い
ときに規約 強制主義 を貫 くことがで きな くな るか らであ る。 現行1965年法
は もちろん,1967年デクレもその3条1項 で,規 約は,「合意的行為(ac†e
conventionne1)の対象 となす ことがで きる し,ま たは,法 律 行 為(acte
juridique)から生 じさせ ることがで きる。」 と定め て,区 分的共 同所 有 者
の全 員一致 の合意に よる規約 の設定 を当然に予想 しこれ を認め て は い る
が,そ の3条1項 に全 員一致 の文 言が記載 され ていない し,ま た,1965年
法26条bが総会eこ「場 合に よって(eventuellement)区分的 共同所 有規約
の設 定」を議 決す る権能 を付与 している ことか ら,現 行法が全 員一致の合
意以外の方法 に よる規約 の設定 を認めた ことは 明 らか であ る。
(i)事 前規約(reglementprealable)
区分的 共同所有規約は,事 前に,す なわ ち建物 付設 不動産を アパ ル トマ
ンに分割 して区分的共同所有権が生 じこれ に関す る法 が適用 され うるに至
る前に,作 成 されてい ることが多い。 この よ うな規約 を事前規約 と呼 んで
い る(2)。事 前規約 は,た とえば,不 動産開発者(promoteur)の手で 建物
付設不動産の建設(construction)中に,ま たは建 物付設不 動産の単 独 所
有者の 手でそれを アパル トマ ソに分割 して売 却す る前に設定 され るとか,
建物付設不動産の共有老(不 分割共 同所有 老)(indivisaire)間でそれ を ア
パル トマ ンに分割(partage)する場合にあ るいは 協議(amiable)による
ときは 共同の分割者 の手 で,あ るいは 裁判に よる分割の ときは 裁判所 に よ
り(実 際 には,公 証人 が作成す る)設 定 され る(3)。と くに,前 者の場 合,
アパル トマ ンの売主は,売 買証書 に事前 規約を付加 して,1すなわちいわゆ
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る附合 契約(contratd'adh6sion)ない し法規的契約(contrat-reglement)
として,ア パル トマ ンを売却 し,同 時に,区 分的共同所有老た る買主か ら
規約 の同意を取 り付 け る。 この よ うな場合,規 約 の作成は一方的 であ るが,
後に区分的共 同所有者 の同意 を得 ている点で,売 買契約 成立時に合意的性
格が生ず るといえ るω。 これに対 し,後 老の裁判に よる共有不動産 の分割
については,合 意的性格が稀薄 となる。
事前 規約 の設定 では,後 述 の事後規約に比 してかな り自由 な条件 の下 で
行 われ ることがで きるが,そ れに もお のずか ら限界があ る。す なわ ち,事
前規約 も強行法規,と くに不動産 の用途上か ら正 当 とい えない区分的共 同
所有権の制限(後 述)な どの禁止規定に反す る ことがで きな い㈲。
(ii)事後規約(reglementult6rieur)
事後規約は,区 分的共同所有権が発生 した後に設定 され る区分的共同所
有規約を い う。事後的に も,規 約 は区分的共 同所 有者全 員の一致 した合意
に よって設定 され ることが好 ましいが,実 際上,そ れは困難 な こ と で あ
る。そ こで,現 行法は,区 分的共 同所有者全 員の合意を得 な くて も規約 を
設定す ることが で きる方法 として,第 一 次的 に,管 理組 合に規約設定権能
を認 め,第 二次的 に裁判所に も一 定の権能を認 めた。
(イ)管理組合に よる設定一 現行1965年法 は,管 理組合 に対 して区分
的 共同所 有規約 の設定権能を付与 してい るか ら(同 法14条3項),こ れ に
基づいて,管 理組合は総会を開いて規約設定 を決議す ることが できる。総
会において規約設定を 当該不動産の区分的 共同所 有者の全員の一致 した同
意(consentementunanime)によ り決議す る場 合には制限がな い が,多
数決に よる場 合には厳格 な要件が課せ られ てい る。 すなわ ち,区 分的共同
所有者の議決権の少 くとも4分 の3を 代表す る管理組合構成員 の多数を も
って(二 重多数doublemajorite)決議 しなければ ならず,か つ,そ の決
議 できる事項は共用部分 の享有お よび管理 に関 す るものに限 ら れ て い る
(同法26条b)。
この ような二重 多数に よ り設定 された規約 は,区 分的共同所有者全員の
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合意に よるもの とはい えないが,な お多数者 の共同的な意思 の表示 に よる
もの として,そ の限 りで合意的性格 を残 してい るといえ る。
(ロ)裁判に よる設定一 総会 において規約 設定に必要 な二 重多数 を得
ることが で きない ときは,総 会におけ る規約設定が不可能 とな る。 この点
の解 決方法 については,現 行法は直接の規定を置 いていな い。 規約設定強
制主義 を理 由 として,裁 判所が区分的共同所有者 または管理組合 な どの訴
えに基 づいて裁判(decisiondejust三ce)eこよって規約 を設定す るこ と が
で きるし,そ れが必要 であ ると解す るが㈹,あ くまで も総会 の議 決に よら
なけれ ばな らない とす る見解 も有力 であ る(7)。判例 〔1・1〕は,後 者 の立
場 の よ うで ある(8}6
2規 約 の変更(modification)
区分的共 同所 有規約 は,区 分的 共同所 有者の不動産 の共同憲章であ るか
ら,十 分 に固定的 ない し安定的であ るこ とが要 請 され る。 しか し,新 しい
事情が生 じ区分的共同所有者の共同の利益 を増進 させ ることも 必 要 で あ
る(9)。現 行1965年法は,そ の よ うに必要 な規約改正 を十分に果 せ る よ う
に,管 理 組合に対 し規約 変更機能 を付与 した(同 法14条3項)。 この規約
の変更は,既 存 の規約 の変更 お よび新 しい条項 の追 加(addition)を含 む
ものであ る。
管理組合 は,総 会 を開いて,あ るいは区分的共 同所 有者 の全 員一致 で,
あ るいは規約 の設定 と同様 に二重多数に よって共 同部分の享有お よび管理
に関す る事項 について(1965年法26条b),規 約の変更を決議す るこ とが
で きる。共 同部分の享有 ・管理 の範囲内 での規約の変更は,全 員一致に よ
るときも二 重多数に よるとき も,現 行法お よび デ クレの強行法現に従わ な
けれぽな らない。 しか し,負 担 の配分条項 の変更につ いては,原 則 として
区分的共同所有者全 員の一致 が必要 であ る(1965年法11条。 ただ し,例 外
=同 法12条)〔2・1〕。 また,専 有部分 の用途変更 は,い かな る多数 に よっ
て も決議す ることはで きない(同 法26条4項)。
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なお,二 重多数に よる規約 の変更 の場合について も,二 重多数が得 られ
ないときに裁判に よる変更が可能 であるか ど うかが問題 とな るが,規 約の
変更は その設定 と異な り強制主義を とる必要 がないか ら,消 極 に解 すべ き
である。判例 もこの見解に従 ってい るよ うであ る 〔2・1〕。
〔2・1〕 破穀 院 民事 部1977年2月8日 判 決(Cass.civ.,8f6vr.1977,
D、S.1977,Inf.rap.319etnosobs.)
〔事案〕 区分的共同所 有規約は,集 中暖房 装置の維持,修 理および作 り直 し
(refection)によって生ずるすべての費用は 「区分的 共同所有権 の数に 比例 し
て」分け られ ると定めていたが,総 会は,そ れ ら の 費 用 の 分 配 を 「放熱器
(radiateur)の受熱面(surfacedechauffe)に従 って」なす ことを 単 純 多 数
(majorit6simple)によ り決議 した。区分的共同所有者 数人は,管 理組合を相
手ど りその総 会の決議の無効 を求めて訴を起 した。控訴院 はその訴 え を 容 れ
た。 これに対 し,管 理組合は.事 実裁判官は区分的共同所有規約の明白かつ簡
明な意味(sensclairetpr6cis)を曲解 してい る,単 純多数で決定 した当該決
議は,規 約め変更 を目的 とす るものではな く,1965年法10条1項(有 益性に応
じた負担義務)に 従 って補足 した ものである,と して上告 した。
〔判 旨〕 棄却。 「控訴院が,上 記の数を基礎に した負担 の配分は,区 分的共
同所 有者の数 と暖房設備品 目の重要性の間に存す るものとして,1965年法10条
1項に違反 しない とい うことを明 らかに しているか ら,結 局,総 会 の決議は,
負担の配分 の変更に該当 し,こ の変更ほ区分的共同所有者全員の一致がなけれ
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3規 約 の公示(publicit6)
区分的共同所有規約 お よびその変更を区分的共 同所 有者の権利承継人に
対抗(opPosabilit6)するためには,そ れ を不動産 票(fichierimmoblier)
に公示 しなければな らない(1965年法13条)〔2・2〕。 しか し,規 約設定 お
よびその変更時 の区分的共同所有者,す なわち規約設定 ・変更の 当事者間
においては公示 を しな くとも効 力が 生 じる 〔2・3〕。 ところで,規 約 の対
抗 力につ いては,1938年法以前 において規約は普通 の契約 と異に すべ きで
あ ることか ら説かれ ていたがq1),1938年法は,対 抗 とい う語 を用いなか
ったが,実 質的 には 同 じ趣 旨の規定 を置 き,規 約 の存 在を公示 す るために
登記制度 を活用 した。す なわ ち,そ の8条2項 で,「この規約は,さ まざま
な区分的共 同所有者お よびそれ らの承継 人を拘束す る(obliger)。」と述べ,
さらに同条3項 で;「ただ し,規約 の当事者の特定名義 の承 継人につ いては,
それ らの者は 不動産が所在す る郡 の抵 当権保存所の 登記簿(registre)に
登記 されてか らでなければ拘束 され ない。」 と定め た。 その 後,不 動産公
示の改正に関す る1955年1月4日デ ク レお よびその適用規定た る1955年11
月14日デク レは1938年法 を尊重 して公示 を受 け入れ,そ れが現行1965年法
に受 け継 がれ てい る。 したが って また,現 在,規 約 の公示 は,不 動産 公示
に関す る前記両 デ クレに従 ってな され なければな らな い(公 証人 ・公署証
書方式 一1955年1月4日デ クレ4条)。 なお,管 理者 は,職 務上,管 理組
合 を代表 して規約 の公示 をなす義務 を負 ってい る(1965年法18条1項)。
区分的共 同所有不動産 の区割分 の範 囲,性 質等 を 決 め る 分 割 明 細 書
(6tatdescriptifdedivision)は,対抗 力を取得す るためには公示 が 必 要
であ るが(前 記1955年1月4日デ クレ7条,お よび 同年11月14日デ ク レ71
条),この明細書を規約 に含 ませ た場合 には,公 示 手続は規約 と共通 と な
る(12)。
〔2・2〕 畷 院 民 輸 ・970年4月8日 半ISM(Cass・・i・,8av・il・1970・
J.C.P.1970.II.16390,noteGuillot.)
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〔事案〕 区分的共同所有者か らアパル トマンを買受けたYは,室 内に集中暖
房装置(chauffagecentrel)を付設 した。 ところが,こ の付設は,Xら 他の区
分的共同所有者の許可 を得ずに行われた ものであ り,か つ,¶その売買の前に変
更 されたが,す でに設定 されてか らはや29年もたつ古い規 約(た だ しtt規約お
よびその変更はいずれ も公示 され ていない)に 反す るものであつた。規約違反
のか どでYは,Xら か ら上 記装置 の除去を請求 され た。Yは,そ の規約 および
変更が公示 されてお らず,売 買の際にそれ を知 らなかったな どと主張 したよ う
であ る。 これに対 し,控 訴院は,売 買証書上に買主Yは,売 主に対 し当該規約
の変更を知 らせ ることを免除 し,お よび,売 主が規約の変更 を知 らない と表明
した ことは,売 主に対 し規 約の変更について調べ ることを免除 した、ものであ る
として,Xら を勝たせた。 これを不服 としてYは 上 告 した。
〔判 旨〕 破段 ・移送。 「区分的共同所有規約が区分的共同所有者の特定名義
の承継人に対抗で きるためには,そ れが抵 当権保存所(bureaudeshypothb・
ques)に公示 されていなければな らない。……Yは,区 分的共同所 有者 の管理
組 合に対抗 され る変更 を知 らず,か つ,し たが って,そ の公示 の欠如を利用す
ることを放棄 し得ない のであ るか ら,控 訴院は前記法条(1938年法8条3項,
9条2項)に 違 反 してい る。」
(2・3〕 破 殿 院 民 事 部1976年6月23日 判 決(Cass,civ.,23juin1976,
Bull.civ.II.n.285.)
〔事案〕 区分的共同所有不動産 内に アパル トマ ンを所有す るYは,1956年に
設定 ・公示 された区分的共同所有規約の賃貸借禁止条項に反 し,ア パル トマン
の一部 を学 生に賃貸 した。 この賃貸借禁示条項は,1968年の総会の全 員一致の
決議 で採択 きれた新規約に よ り廃止 され たのであ るが,新 規約 の公示手続は ま
'だなされな
い ままであった。 このよ うな状況下 において,1972年の総会 の決議
どお り,管 理者は,Y夫 婦に対 し,賃 貸借 を終了させ,か つ,区 分的共 同所 有
者の管理組合に損害賠償の支払 をなす ことを訴求 した。これに対 し,控 訴 院
は,新 規約は1968年の総会時には交渉 ・検討の着手段階であ り,単 なる草案 と
して公署の形式 もとられていない ものであるか ら,い まだ実体が備わ っていな
い,し たがって,・1958年の規約のみが適 用され るべ きであ るとして,管 理者側
の請求を容れた。Yは 上告(他 に1972年の総会の決議についても手続 の点で争
ってい るが省略す る)。
〔判 旨〕 破殴 ・移送。 「総会に よ り議決 された合法的決議(新 規約 の)は,
争いがなければ ……法律(規 約)を 作 っ?c区分的共同所有者全員に対 し,1965











Cabanacはi事 前 規 約 の 自 由 か ら,と き に は 設 定 者 の 濫 用 的 利 用 を も た ら す,
と 指 摘 す る(op.cit。,78)。
(6)GivordetGiverdon,op.cit.,n.276.
(7)KischineWsky・Broquisse,op.cit.,n.514.
(8)〔1・1〕 の 判 決 は 規 約 の 変 更 に つ い て の も の で あ る が 、 そ の 設 定 に つ い て
も 同 一 に 考 え ら れ る 。 こ の 判 決 は,結 局,負 担 の 配 分 の た め に 鑑 定 人 を 任 命 し
た が,区 分 的 共 同 所 有 規 約 の 設 定 は 総 会 の 議 決 に よ ら な け れ ば な ら な い と い う









区分的共同所有規約 には・建物付設不 動産 の共 同の享有お よび管理 に関
す る種 々の規約条項 ・(clausedureglement)が定 め られ る。規約 に も り
込む事項 お よび その 内容を どの よ うな もの とす るかにつ いては,旧1938年
法の下では、t同法の多 くO.規定が法 と異 なる合意(conventiopcontraire)
を許 していたために,そ のほ とん どすべてが区分書 共同所有者 の 自由な合
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意に委ね られていた。 ところが,現 行1965年法 お よび1967年デ クレの下で
は,よ り適切な享 有お よび管理 を保 持 させ る必要か ら,同 法の多 くの規定
お よび同 デ クレを強行法規 と した ことに ともない(同 法43条),規 約 もそ
れ らの強行法規に反 す るこ とが で きない もの とな り,規 約内容の 自由は大
幅に制限 された(1)。
2規 約条項
区分的共 同所有規約には,現 行法 お よび デ クレに従 って建物付設不動産
の共 同の享有お よび管理に必要 な条項 を定めなければ な らない。現行法 お
よびデ クレは,共 同の享有管理に必要 な事項 を具 体的に表 明 してvkるがr
実際上は,そ の事項に直接 または間接 的に関連 す る種 々の詳細 な条項 が規
約に定 め られてい るbそ の際,1938年法以来,各 種団体 等に よ り公 表 され
改良 され て きてい る標準規約(rさglement・type)が参考1こされ 利 用 され る
ことが多い(2)。
(i)義 務的に(obligatojrement)定めなければ な らない事項
① 専有部 分お よび共用部 分の用途(destinatibn),およびそれ らの部
分の享有(jouissance)の諸条件(1965年法8条1項 前段)一 これ らは,
専 有部分お よび共用部 分の使用(usage)・収 益の方法お よび条件を定 め る
もので ある。専有部 分等 の用途 とい うの は,た とえば,専 有部 分を アパ ル
トマ ン(=居 宅)(apPartement),店舗(boutique),倉庫(entrep6t,
cave),車庫(garage)とす る,な ど使途を決め る ことであ る。 この 用 途
制限 は,前 例の ような場合には,同 時に 享有の条 件を定め ることに該 当す
る ことがあ る。
② 共用部分 の管理(adminigtration)一ただ し,現 行法(同 デ クレ
を含む=法43条)の 規定 に反す る ことが できな い(1965年法8条1項 後
段)。
③ 諸 負担配分表(6tatdereparationdescharges)一ただ し,こ
の配分表は,不 動産の管理 ・保 存 ・維 持,共 用施設 品 目の運用 ・維持,お
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よび共同労 務に関す る負担配分な どに分けて定めなければな らない(1967
年 デク レ1条1項,2項)。
(ii)任意的 に(facultativement)定めてお くことがで きる事項
① 不動産の分割明細表(6tatdescriptifdedivision)一ただ し,
この明細表 は,不 動産 公示に関す る1955年10月14日デク レ11350号71条に
従 って定め られ た もの でなけれ ばな らない(1967年デ ク レ2条 前段)。
② 共 用部 分の付随 的権利(droitaccesoire)の行使に 関 す る 合 意
(1967年デ クレ2条 後段)一 付随的権利 の行使に関す る合意(1965年法
37条)とい うのは,共 用部分 の建増 し,賃 貸借の設定 の合意 な どであ る。
3規 約条項の有効性
(i)一 般原則た る公序良俗に反す る条項
区分的共同所有規約は私法上の合意であ るか ら,そ の条項はい私法 の一・
般原則 であ る公の秩序(ordrepubl三c)および善良の風 俗(bonnemoeur)
に反す ることが できない(民 法典6条)。 一般原則 た る公序 良俗に反 す る
とされ る条項 は,以 下の よ うな ものであ る。
① 区分的共同所 有者の区割分の譲 渡 禁 止 条 項(claused'inali6na・
bilit6)一この条項は,財 産取 引の一般 原則た るその 自由を侵害 してい る
か ら公 の秩序 に反す るし,ま た,後 述 の1965年法8条2項 にい う不動産 の
用途上か ら正 当 と認め られ ない。
② 区分的 共同所 有者にその 区割 分を譲渡す ることを強制 す る 条 項
一 と くに制 裁(sanction)だけの 目的 で区割分の売却 強制 を す る こ と
は,民 法545条 「公益 を事由と して,か つ,正 当か つ 事前 の補 償を受 け る
場合 でなければ,い か な る者 もその所有権 を譲渡す ることが強 制 さ れ な
い。」 とい う規定 に反 す るか ら違法 であ る。
③ 仲裁条項(clausecompromissoire)一規約の適用につ き支障が
生 じた ときは仲裁人の仲裁(arbitrage)、に よらなければ な らない 旨を定 め
る仲 裁条項は,1938年法8条4項 では争 いを早期に解決す るために これ を
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認めていたが,1965年法 では訴訟 を原則 と したために これを禁止 したので
あ る《3)。
(ii)1965年法 お よび1967年デ クレに反 す る条項
現行1965年法43条は,前 述の よ うに同法の 多数 の規定 お よび公的管理 に
関す る1967年デ クレを強行法規 とし,こ れ らの強行法規 に反す る条項 のす
べ ては 「書かれ なか った(rion6crites)」もの とみ な され る,こ とを 明 言
した。同法が強行法規 として扱 う規定は主に以下の よ うな もので ある。
① 享有に関す る規定一 共用部 分お よび その部 分に付随す る権利め
専有部分か らの分離請求等 の禁止(同 法6条),界 壁(cloisin)およ び 外
壁(mur)の互 有(mitoyen)推定(同 法7条),他 の区分的 共同所有者 の
権利 お よび不動産 の用途を侵害 しない ことを条件 としての専有 部分および
共用部分 の 自由な使用享有権(同法9条),専 有居宅 の改良(am61ioration),
付加(addifion),建増 し(sur616vation)権(同法30条一37条)な ど。 こ
れに対 して,専 有部分 と共 用部分 の記分(同 法2条,3条),共 用部 分 の
持分 の決定(同 法5条),再 築(reconstruction)(同法38条一41条)につ
いては,そ れ ぞれ の条文 と異 なる合意条項 を定 め ることが許 さ れ て い る
(任意法 規)。
② 管理に関す る規定一 区分的共 同所 有規約 の設定 お よび効 力(同
法8条,13条),管 理 組合の設定 ・能 力 ・権限(同 法14条一16条,'19条),
管理者 の選任 お よび解任(同 法17条,25条),管 理会(consei】syndical)
の設定(同 法31条),総会におけ る議 決権お よび議決要件(同 法22条 一26
条),第2管 理組合(syndicatsecondaire)の設 定(同法27条)など〔3・1〕。
③ その他一 共 同労務お よび共用施設 品 目の諸負担への 参 加 義 務
(同法10条一12条),訴権の短期消滅時効(同 法42条)な ど。
〔3・1〕 エ ク ス ・'アン ・プ ロ バ ソ ス 控 訴 院1969年1月29日 判 決(Aix・
en-provence,28janv.1969,Gaz.PaL1969.2.64.)
〔事 案〕 ニー ス(Nice)の区 分 的共 同所 有 不 動産 の地 階 に 店 舗 を 有 す る区 分
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的共同所有者Yは,1965年初め頃,総 会の事前の許可 も受け ることな く,区 分
的共同所有規約を無視 して(同 様に負担表 も),バル コニー全 体 を 張 出 し窓
(bow-window)に改造 した。その規約には次の条項が定め られていた。すなわ
ち.第 一に,バ ル コニーに自己の費用 で便所(water-closet)を作 ること が 許
され る,第 二に,正 面入 口や バルコニー上にいかなる庇,テ ン ト,屋根 も設け
るこ とがで きない し,ま た,家 屋の正面入 口の変更 も家屋 の調和(harmonie)
の破壊 もなす ことがで きない,第 三に,そ れ らの特定の共用部分および不動産
の調和 に影響 を及ぼすすべての ことが らは,不 動産 の区分的共同所有者の全議
決権の少 くとも4分 の3を 代表す る多数 の同意がなければ変更 できない,と い
うのである。そ こで,同 一不動産の地階にあ るアパル トマンを区分的共同所有
す るXは,Yに 対 し,規 約違反 を理由に前記張 出 し窓 の取壊 および 損 害 賠 償
を,管 理者zに 対 し,前 記工事についての事 後的許可 を決めた1966年の総会決
議 等の無効を(規 約に定めた二重多数で な く1965年法25条にい う過半数に よっ
た ことも理由 として)訴 求 した。
〔判 旨〕 棄却。 「1965年法25条に従 って,共 用部分 または不動産の外形お よ
び用途 の合致 に関す る面に影響を与え る工事 を自己 の費用で行 うことを特定 の
区分的共同所有者に許可す ることについての判断(決 議)は,区 分的共同所有
者全員の議決権の過 半数でなければ採択 されない,お よび同法43条によ り,5
条 か ら17条,19条か ら37条お よび42条に反す るすべての合意は,書 かれなか っ
た もの とみな され る。……係争の建 築(張 出 し窓)は 住居たる不動産の用途に
よ く合致 してお り,お よび区分的共同所 有者は,不 測の支障を より容易に評価
す ることが可能 であ るか ら事前の許可な しに行われた工事 を裁可す ることがで
きる。」
本判決は,区 分的共 同所 有規約 も1965年法 の強行法規に反す ることがで
ぎない とい うことを明確 に している。 この ことは結局,同 法 の強行法規に
廻す る事項 につ いてはその法規以上に厳 格かつ過重な規約条項は一切認 め
ない とい うことを意味す る。
(iii)区分 的共同所 有者 の権利を不当に制限す る条項
1965年法は,あ らたに規約 の濫用的条項(clauseabusive)から区 分 的
輿同所 有者の利益を守 るため に,そ の8条2項 で,「 区分 的共 同所有規約
ま,不 動産の性 格 または状況に よって証書に定め られ ている ような不動産
D用途(destinationde1'immeuble)によって正当 とされ るもののほか,
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区分的共 同所 有者 の権利 にいかな る制限 も課す ことがで きない。」 と 定 め
た。本条 にい う 「不動産 の用途 」は,同 法8条1項 にい う専有部 分等の用
途 の概念 よ りも広 い ものであ り,規 約,売 買契約 書な ど契約書類 とか不動
産 の物理的性格 お よび支配状 況な ど総 合的 に判断 して決 まるものであ ると
解 され てい る(4)。た とえば,同 法8条1項 に よ り規約 に専 有部 分等の用途
が定 め られ て も,そ れ が同法8条2項 にい う不動産 の用途 上か ら総合的に
判断 して不 当であ るとい うこともあ る。 したが って,こ の不動 産 の 用 途
は,区 分的共 同所 有者 の全員一致 に よって も変更す ることがで きない(5)。
この不動産 の用途上か ら正当 と認 め ることができない条項 は,規 約に書か
れ なか った もの とみな され(同 法43条),無効 であ る㈹。
区分的共 同所 有者 の権利 を制限す る条項が具 体的 にみて同法8条2項 に
い う不動産 の用途上か ら正 当な もの であ るか ど うか,と い うことについて
これ まで判例 お よび学説上,問 題 とされ て きたのは,以 下 の よ うな条項 で
あ る。
① 譲渡権能(facult6d'ali6ner)制限条項(た だ し,前 述 の譲 渡 禁
止条項を除 く)
(イ)同一不動産 内の他 の区分的共 同所有者か ら売 出 され てい る区割
分 を取得す る権能 を区分的共 同所有者全 員 に 留 保(買 入れ禁止)す る条
項,逆 に,既 住の区分的共 同所有老に対 してでなければ区割分 を売却 で き
ない とす る条項。一 前者 は,す でに 固定 してい る区分的共同所 有者 の区
割分 をその併合(r6uniondedeuxlots)によって変動す る ことを禁止 し,
後老 は,区 割分 の併合 だけを認め新規 の区分的共 同所有者 の管理組 合へ の
加入 を拒絶す る目的 な どか ら定 め られ てい る。現行1965年法以前 の判 例で
は,不 動産 の処分権の部分的 な制限条項は,そ の全 面的 な譲渡禁 止条項 と
異 な り,財 産取 引の 自由の原則 を侵害す ることにならない として,有 効で
あ ると解 していたが(7),しか し,1965年法 の適用 後の判例 においては,各
区分的共 同所 有者の区割分はその他の者の区割分 とは関 係 を も た ず,ま
た,8条2項 にい う不動産 の用途概念 には その処分 を含 まない として,そ
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の条項 の効力 を否定 して きて いる(8)〔3・2〕。 この点につ いては,区 割分の
支配 者たる区分的共同所 有者の人的要 素を8条2項 に い う不 動産 の用途 の
判断基準 の→つ として加味す ることは,総 合的判断 の立前 とは合致す るが
用途概念か らはかな り無理 があ るか ら,8条2項 との関連 での譲渡権 能制
限条項 の効力の 肯否 としては,そ の人的 要素か らのみか か る条項 を定 めて
他に用途上か ら合理 的理 由がない よ うな ときは,現 行法下 の判例 の態度 が
妥当であ ると思われ る(9)。
〔3・2〕 破 殿 院 民 事部1972年7月17日判 決(Cass.civ.,17juil.1972,J.
C.P.1972.II.17241,noteGuillot,D.S.1972.727,noteE.F.,
Gaz.Pal,1973,1.73.)
〔事案〕 区分的共同所有不動産 に二個の区割 分を所 有す るXt,X2夫婦 は,
規約上,事 務室(chambredeservice)と定め られ ていた区割分 の各室に(当
該不動産には,専 有部分 として,居 宅 と事務室があ り,Xl,X2夫婦は,そ の
事務室を二室だけ有 していた),玄関広間付入 口(entr6eavecvestibule),居
間(living・room),台所(cuis三ne),および浴室(salledebains)用の設備 を
もち込み,い わば本物のアパル トマ ンとす るための工 事を行 った。 この工事を
やめないので,当 該不動産 の管理組 合は,Xl,X2夫婦に対 し,そ の区割分を区
分的共 同所有者に譲渡す ることを求めた。 この要求は,以 前に総会の議決に よ
り規約に追加 された条項,す なおち,「 事務室等は,既 住のアパル トマ ンの所
有者に対 してでなければ売却す ることがで きない。」 とい う条項に従った も の
であった。Xs,X2夫婦 は,管 理組合を相手 どり,規 約tc追加 された条項は,8
条2項 に反す ることを理由にその条項を決めた総会の決議 の無効を請求 したの
が本訴であ る。 これに対 し,控 訴院は,区 分的共「コ所 有権 は.不 動産 の居住性
(caracterer6sidentle1)および平穏 .(tranquillit6)を考慮 して,区 分的共同所
有者のみに支配 させ るよう適法に制限す ることがで きる,な どとして,Xl,Xe
夫婦 の請求を棄却 した。X,,X2夫婦か ら上告。
〔判 旨〕 破段 ・移送。rx,,X2夫婦 は,そ れ らの区割分 を 自由に処 分す る権
利を有 し,こ の権利は不動産のすべ ての他の区割分か ら区別 され,お よび独立




depr6emption)。一一一一SC渡の承認条項 とは,区 分的共同所有者が 自己の有
す る区割分を売 却す るときは,管理 者 または管理組 合な どの許 可(autorisa・
tion)または承認 を得 なければ売却で きない,な どと譲渡についての 承認
取 得義務を区分的共同所有者 に課 した条項 であ り,こ れに対 し,先 買条項
とは,区 割分は当該不動産の区分的共 同所有者に優先的 に売却 しなければ
な らない,な どと区分的共 同所有者 に優先権(droitdepr6f6rence)また
は先買権を授与す る条項 であ る。 これ らの条項は,管 理組合を 形成す る新
規の区分的共 同所有者 の資格審査 とか その者 の加入 の抑制な どのた めに定
め られ るこ とが 多い(10)。これ らの条項 について も,1965年法以前 の判例
では有効 と認め られて いた とい え るが(11),1965年法以後にお いては8条
2項 との関係か ら前述(イ)と同様に無効 の場合 も,今 後生ず る もの と思われ
る(12)。
〔3・3〕 破 殿 院 民 事 部1955年1月24日 判 決(Cass.civ.,24janv.1955,
BulLciv.,1955.IL36.)"'
〔事案〕 区分的共同所 有不動産内で商店(magasln)を専有所 有す るYは,
その商店を20年間の約束 でZに 賃貸 した。そのす ぐ後,Yは,商 店 をZに 売却
す るために,規 約上の先 買条項に従って,他 の区分的共同所有者にその旨を通
知 した。 とC.ろで,管 理者Xは,そ の先 買権 を行使 して,あ るいは 白己の名で
あ るいは他の区分的共同所有者の名で,そ の商店を 買いたい旨の申込を した。
しか し,Yは この申込 を拒絶 した。管理老Xお よび他の区分的共同所有者 は,
Y,Zを 相手 どり.先 買権を詐害す るYZ間 の賃 貸借は無効であ り't白分達 と
の間での売買 を実現すべ きであ るとして訴えを起 した。 これに対 し,第 一審 お
よびAlger控訴院 は,そ の訴えを認めた。Y,Zは,先 買条 項は違法であ るな
どとい って,上 告 した。
〔判 旨〕 棄却。 事実審の判断をその まま容れて,次 のように述べた。 「区
分的共同所 有規約(先 買条項)に 従 ってな された申込が受諾 され ることに よっ
て,被 上告人(Xら)は,財 産 と価格についての合致に よ り売買を実現す る。
無効を もた らす賃貸借(先 買権 の詐害に よる)は,申 込の適法性にいかな る影
響 も与えない。……」
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◎ 再分割禁 止条項(claused'interdictiondesubdiviser)。一 こ
れは,区 分的 共同所有者がその有す る区割分を分割 して譲渡す ることな ど
を禁止す るものであ る。 区割分の再 分割は,そ の併合 と同様 に,区 分的共
同所 有者の 自由を原則 とし,1965年法11条2項では,そ の再分割に関 し負
担 の配分 を定 め,1967年デ クレ4条 は再分割を規約お よび分割明細表 に記
載 すべ きことを定め てい るが,再 分割の許否 自体の問題 については必 ず し
も明確 でない。 したが って,規 約上で再分割を禁止 した場合,こ の条項が
有効 か否 かに ついて,学 説 ・判例 上争 われてい る(13)〔3・4〕。
〔3・4〕 パ リ大 審 裁判 所1970年3月11日判 決(Trib.gr.inst.Paris,11
mars1970,Gaz.Pal.,1970.2.64.)
〔事 案〕 パ リの レオポル ドブ ラン通 りに所在す る区分的 共同所 有不動産に一
個の区割 分を有す るA夫 婦は,区 割分を三個に分割 して,そ の うちの二個の区
割分を,す なわち一 つは広間,玄 関,便 所付の もの,他 は倉庫用の専有部分 と
それぞれの共用部分の持分の分割分 とを合わせ てxに 売却 した。 このよ うな場
合に ついては,規 約上 「すべての区分的共同所 有者は,管 理組合に事前に通知
す ることを条件 と してその居宅を売却す ることがで きる。それぞれの居宅は,
すべ て分割す ることが できず,か つ,つ ねに一括 して売却 されなければな らな
い もの として形 成 され る。」 と定め られていたが,A夫 婦 は この規約を守 ら な
か った。買主たるXは,規 約違反tcよりA夫 婦 との売買契約は無効であ り,契
約 費用等を返還 す ることを請 求 した。そ の後,Xは,右 二個の区割分を買 うに
つい て融 資を受けたY金 融 会社に も訴訟に参加すべ きことを請求 した。
〔判 旨〕 棄却。 「区割分の分割に よる分離譲渡は,1965年7月10日法,お よ
びその11条の文 言か ら予定 されている。その可能性 は,区 割分に含 まれ る専有
部分 を譲渡す るそれぞれの区分的共同所有者の権利の帰結であ る。区分的共同
所有規約は,証 書に明 らかに されているよ うな不動産の用途,お よびその性格
か ら正当 とされ る場合のほか,区 分的共同所有者の権利にいかな る制限 も課す
ことがで きない。 ……一括売却義務を もた らす区分的共同所有規約の条項は,
不動産の用途に合致せ ず,か つ,区 分的共同所有者 の区割 分の処分権の侵害を
もた らす ものであ り,書 かれ なか った もの とみな されなければな らない。」
② 享有制限条項
44
(イ)専有部 分 の 享 有 制 限条 項 専 有部 分 の 使 用収 益 な どの 享 有 に
関 して規 約 に よ って 制 限 す る態様 と して は,実 際 上,た とえば,市 民 住 居
用 アパ ル トマ ン(apPartementausaged'habitationbourgoise),事務 所
用 居 室(locauxausagedebureax),商業 用 店 舗(magasinausage
commercial),運搬 車 用 車 倉(garagepourvoitureautomobile)など と
専有部 分 の 用 途 を単 純 か つ一 般 的 に定 め る もの と,ア パ ル トマ ンは も っぱ
ら住 居 の た め に 使 わ なけ れ ば な らな い とか,ア パ ル トマ ンでは 職 業 的 活 動
(activit6professionelle)を営 ん では な らな い,な ど と よ り 具 体 的 に 一 定
の 活 動 を要 求 した り,逆 に一 定 の 活 動 を禁 止 また は 制 限 す る方 法 で 定 め る
もの とが あ るq4)。問題 とな るの は 以 下 の 点 で あ る。
a)市 民 住 居 条項 一 この 条項 は,ア パ ル トマ ンを 市民 の た め の 住
居 と して利 用 す るため に定 め られ る もの で あ る。 これ に は 二 種 類 の ものが
あ る(15)。第一 は,排 他 的 市 民 住 居 条 項(claused'habitationburgeoise)で
あ る。 これ は,不 動 産 が 住 居 と して の み排 他的 に 市 民 が 所 有 す る もの で あ
るか ら,商 業 お よび そ の 他 す べ て の職 業 に つ い て の 活 動 が一 切 禁 止 され る
もの で あ る。 判 例 は,か か る条 項 を有 効 と して い る"6)〔1・3〕。 第 二 は,単
純 市 民 居住 条項(clausesimpled'occupationbourgeoise)であ る。 これ
は,す べ て の職 業 的 活 動 を排 除 で き る と い うもの では な く,商 業,工 業,
職 人 に よ る職 業 的 活 動 を 除 外 す る も の で あ っ て 自 由 職 業(profession
liberale)は認 め られ て い る。 判 例 は,こ の よ うな条 項 に つ い て も 有 効 と
して い る(17)〔4・2〕。
b)競 合 商 業 禁 止 条項(clausedenon・concurrencecommercial)
一 この 条 項 は ,同 一 不 動 産 内 に お い て 先 に営 ん で い る者 と競 合 す る商 業
を 営 む こ とを 禁 止 す る もの で あ る。 これ ま での 判例 お よび 支 配的 学 説 は,
不 動 産 内 の 良 好 な 秩 序 を 維 持 させ る こと な ど を根 拠 と して そ の条 項 を 認 め
て きた(18)。しか し,最 近 の 判 例 に は,そ の条 項 を 否 定 す る もの が で て き
て い る(tg)〔3・5〕。 す な わ ち,競 合 商 業 禁 止 条 項 は,不 動 産 の用 途 上 か ら
正 当 な もの とは い え な い,そ の 用 途 外 の 制 限 で あ って許 され な い もの で あ
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るとみ る見解 であ る。
〔3・5〕 破 穀 院 民 事 部1971年3月11日 判 決(Cass.civ、,11mars1971,
Gaz.Pal.,1971.1.314.noteJ.M-M.M.,J.C.P.1971.II.16722,
noteGuillot.)
〔事案〕 区分的共同所有者X夫 婦 は,自 己の区割分に属す る 専 有 部 分(店
舗)に おいて,以 前か ら薬品,香 水.日 用品,金 物,電 気製 品などの販売 およ
び天然 ガスの受託 などの商業を営んでいた。X夫 婦 らが区分的共同所 有す るこ
の不動産の規約には,区 分的共同所有者等はこの不動産 内で 「利害関係所有者
の事前の同意な くして類似 の二つの商業 または職業を営 む ことがで きない」 と
い う条項が定め られていたが,こ れを無視 してY(協 同組合)は,X夫 婦 よ り
後で同一不動産内のY所 有の店舗に おいて類似の商業を営んだ。X夫 婦は,Y
に対 しその規約条項違反 を理由 として類似の商業活動の停止 と損害賠 償の支払
を訴求 した。 これ に対 し,Paris控訴院は,そ の規約条項を尊重 してX夫 婦の
訴を認容 した。その規約条項は8条2項 に反 し無効であるな どとしてYは 上告
した。
〔判 旨〕 破殿 ・移送。 「区分的共同所 有規約は,証 書に定め られ てい るよう
な不動産の用途に よって,そ の不動産の性格 または状況に よって正当 とされ る
場合を除いて,区 分的共同所有者の権利にいかな る制限 も課す ことがで きない
(法8条2項)。 それぞれの区分的共同所有者は,前 記の用途 に も他の区分的共
同所 有者 の権利に も侵害を もた らさないこ とを条 件に して,自 己の区割分を 自
由に処分 しお よび享有す る(法9条)。 それ らの規定に反す るすべ ての 条項 は
書かれなか った ものとみな され る(法43条)。 ……原判決は,区 分的共同所有
者間の良好な関係の維持 とい うことを支持 し,前 記の非競合条項 は区分的共同
所有権の管理を より容 易に し,不 動産 におけ る良好 な秩序を保証す ることに符
合す るとい うことを採用 して,お よび,区 分的共同所 有者 の権利に不動産の用
途外の制限(restriction6trangさreさladestination)を課す区分的共 同所有規
約の条項を有効 であると表明 してい るので,第 二審 の判決は前記の条文に違反
してい る。」
c)近 隣妨害(troubledevoisinage)回避 条項一 区分的共 同 所
有者は,普 通 の所 有者 と同様に専有部分を 自由に物理的に使用(usage)す
ることが で きるはず であ るが,し か し,区 分的共 同所有規約 の存否 にかか
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わ らず,集 団的 な区分的共同所 有不 動産の特性か ら,お のず と制 限 を受け
る。 とくに近隣者に対 し迷惑 ・損害 を及ぼす よ うな行為を して は な ら な
い。 区分的共 同所 有者 は,結 局,平 穏を保 ち近隣者に対す る不安ない し妨
害の回避につ いて細心 の(vigilant)注意 を払わ ねば な らない(19)。た とえ
ば,ア パル トマ ンを音楽や ダンスの練習 等の会合のために夜遅 くまで近隣
者に迷惑 を及ぼす よ うな騒音(bruit)を出す 方法で利用 してはな らない。
しか し,ピ ア ノ等楽 器 とか ステ レオ等電 気器具について,音 が 出て騒 が し
い とはいえ,こ れ らの 使用を一 切禁止す る規約条項は,過 度な制限であ っ
て有効な もの とは認 め られ ない(多 数 説)(20)。この よ うな近 隣騒音 の問題
は,近 隣者 に も受 忍(tol6rence)するこ とがあ る程度必要 とされ てい る(21)
〔4・lj。 　
それ と同類 の問題 として,実 際 の規 約 で,犬(cheln)や猫(chat)等
家畜(animaldomestique)を室内で所持す るこ とをi禁止す る・,いわ ゆ る
動物禁止条項 が定 め られ ることも少な くない。一 般に室内での動物め飼育
等は,騒 音上 か らもまた衛生上か らも近 隣者に影響 を及ぼす こ とがあ りう
るのでこれを禁 じてい るの であ る。 この問題につ いては,現 行法8条2項
にい う不動産の用途上か ら(と くに アパル ト→ ソの室 内での)検 討 され て
きてお り,あ る程度の動物所持,す なわ ち過度に騒が しい とか非衛生的 で
あ るとか非 常に危険な もの であ るな どの事象が ないか ぎ りそ の所持を認め
るべ きであ る と考え られ てきてお り,ま た,す べ ての動物 を禁止す る条項
は無効 と解 され る傾向に ある(22)〔3・6〕。
〔3・6〕 破 殿 院 民 事 部1963年11月12口 判 決(Cass.civ.,.12nov.1963,
D.1964.281,noteM.Azou!ai.)
〔事 案〕 旧 法 の下 での事 例 で あ るが,建 築 の不 動 産 会社(soci6t6civileim-
mobilieredeconstruction)の持 分 の所 持 者 で ア パル トマ ンを区 分 的 共 同所 有
す るYは,区 分的 共 同所 有規 約 に違 反 して,ア パ ル トマ ンで犬 を飼 ってい た。
'そ
の規約 にiま,「 お うむ(perroquet),犬,猫そ の 他 騒が し い 動 物(頭imal
criard)は禁 止 す る 。」 と定 め られ て いた 。建 築 の不 動産 会 社 の 管 理 人(admi・
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nistrateur)Xらは,規 約違反 を理由に してYに 犬 の所持 を 禁止す ることを 訴
求 した。Aix・en・Provence控訴院ではXら が敗けた。その理 由は後掲破致院の
判 旨の とお りであ った。Xは,控 訴院の判断は前記の規約条項 を曲解す るもの
である,な どとして上告 した。
〔判 旨〕 棄 却。 「控訴院が,訴 追 の目的 と騒が しい動物の禁止を定 めた前記
・条項 の全体か ら生ず る目的を考慮 して具体的に判断 しなければなら な い と し
て,… …犬 は必ず しも騒が しい動物 ではない(良 くかいな らされた犬は騒が し
くない)… … と専権的 に評価 していることについては曲解がない。」
本判決は,規 約 上に犬の所持を禁ず る条項が 明確 に され てい るに もかか
わ らず,裁 判所が,禁 止条項の全体 の趣 旨な どか ら,騒 が し くない犬 であ
れば所持 を認め ると した もの であ る。 ただ し,こ の よ うな規約 の解釈方法
につ いては疑 問がな くは ないであろ う。
d)賃 貸借制限条項一 区 分的 共同所 有者は,自 己の有す るアパル
トマ ソ等の所 有者 であ るか ら,そ れを他人に賃貸す ることは 自由のはず で
あ る。 ところが,実 際上,市 民住 居条項 に よ り家具付賃貸を禁止す るとか
〔1・3〕,他人に賃貸す るどきは管理 組合の承認が必要 であ るな どと規約 に
定め られ ることも少 な くない。 これ らの条項は,1965年法以降,不 動産 の
用途か ら正当 とされ な い し,ま たは不動産の用途外の制限 として無効であ
るな どとされ てきてい る(23)。
(ロ)共用部 分の利用制限条項
共 用部 分た る外壁,玄 関(建 物の 出入 口部 分),バ ル コニー(balcon)な
どに看板(enSeigne),庇(aUVent),屋根(marqUiSe)などを取付け るこ
とを禁止 ない し制限す る よ うな条項 が,共 用部 分の利用制限条項 である。
共用部 分の利用につ いては,区 分的 共同所有者は,専 有部 分 と同様 に他 の
区分的共 同所有者 の権利お よび不動産の用途 を害 さない ことを条件 と して
自由に行 え ることが保 証 されてい るか ら(1965年法9条),規 約 もそれに
反す ることがで きない。 したが って共 用部分の利用制限条項 も総合的な判
断に よって不動産の用途上正 当づ け られない ものは無効 とい う こ と に な
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る(24)(3・1)〔3・7)。
〔3・7〕 破穀 院 民 事 部1973年11月27日判 決(Cass.civ.,27nov.1973,D.
S.,1974.238,noteF.E.,J.C.P.,1974.II.17644,noteGuillot,
Gaz.Pal.,1974.2.917,noteMorand.)
〔事案〕 区分的共同所有者Yは,規 約条項を無視 して,バ ル コニー(balcon)
に外か ら見え る方法 で物干綱(6tandagedulinge)を取付け た。その 規 約に
は,窓(fen6tre)およびバル コニーに物干網を張 ることを禁止す る条項が定 め
られていた。'区分的共同所有者の管理組合はYに 対 して規約違反を理由 として
(民法1134条)損害賠償 を訴求 した。 これ に対 して,ト ール ー ズ 小 審 裁 判 所
(Tr三b.inst.Toulouse)}‡,規約条項が8条2項 にい う不動産 の用途か ら正当
づけ られ るか否かの判断を正面か ら扱 うことを避 け,物 干網が損害 を生 じさせ
る場 合でなければ請求で きない,と して訴を棄却 した。 これ を不服 しとて,管
理組合は上告 した。
〔判旨〕 破穀 ・移送。 「原判決は,窓 お よびバル コニーに物干網 を張 る こと
を禁止す る条項が当該住宅に とって正当づけ られない ことを理 由として,管 理
組合の訴を棄却 してい るが,こ の区分的共同所有規約の条項 は,区 分的共同所
有者がその者 らの不動産 に付与す る性格に合致 し,適 法であ り,か つ,不 動産
の用途 とは別個である。」
この事案は,窓 お よび バル コニーの享有制限条項 をめ ぐる争 いであ る。
しか し,バ ル コニーが本 事案において専有部 分であ るのか共用部分であ る
のかについ ては,判 例集か らは明 らかでない。実際 上,窓 お よびバル コニ
ーは専 有部分 として扱われ ることが多い。 この 事案では,バ ル コニーの上
で,か つ,外 部か ら見え る場所 での享有に関 す る争いであ るか ら,バ ル コ
ニーは建物の外面 を構 成す るもの として共用部 分の事例 として扱 った㈱)。
(ハ)引越補償(indeminit6ded6m6nagement)条項
区分的共 同所有者は,そ の者の アパル トマ ン等を売却す るとか賃貸す る
な どで引越す場合,一 定の補償金を管理組 合に納めなければ な らない,な
どの条項 がそれ であ る。 引越補償条項 の 目的は種 々であ るが,多 くは,家
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財道具等動 産の移転に ともな う共用部 分の損傷に あてが うために設 け られ
る。 この条項 は,損 傷 がな くて も補償 金を収納 し通常は返還 しない ことが
多いので批 判があ り,ま た,実 質的 には負担 の配分の変更 とな りうるか ら






(4)GivordetGiverdon,oP.cit.,n.287.なお,小 沼 ・・.前掲(基 本 観 念)137















(12)こ れ ら の 制 限 条 項 を 限 定 的 に 認 め る も の と し て,Cabanacは,高 級 不 動 産
(immeubledetuxe)に つ い て は 不 動 産 の 用 途 か ら 制 限 で き る と し(Guide
pratiquedelacopropi6t6,P.16A,infine,cit6auGuillot,J.C.P.・1972.
II・17241,0bs.),また,Chevallierは,区 分 的 共 同 所 有 者 全 員 が 互 に 知 己 ま
た は 尊 重 さ れ て い ・る 間 柄 で 小 規 模 な 不 動 産(petitimmenble)で あ る と き は 認
め ら れ る と し て い る(D.H.1939,4.P・79)。 こ れ に 対 し て,そ れ ら の 制 限 条
,項 を 認 め な い も の と し て,GivonetG三verdonは,人 的 要 素 は 不 動 産 の 用 途 判
断 に 加 味 で き な い と し て 消 極 に 解 し(op.cit.,n.'289-2.),Lomboisは,区分
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的 共 同 所 有 権 は 人 の 共 通 で は な く区 割 分 の 共 通 だ か ら 承 認 条 項 は 許 さ れ な い と
し(D.1966,L.p・93,n・23'),Sizaireは,専 有 部 分 の 所 有 権 は.直 接 的 に
も 間 接 的 に も 侵 害 し え な い と し て 否 定 し(Lastatutdelacopropri6t6des
immeublesbatis,n.62-1,cit6auGuillot,J、C.P、1972、II、17241,0bs、),
さ ら に,Kishinewslcy・Broquissは.先買 条 項 は 違 法 で あ る と い う(op.cit.,
n.233)。
(13)再 分 割 禁 止 条 項 を 無 効 と す る も の,Trib.gr・inst.Paris,11mars1970









3nov.1971〔4・2〕.な お,排 他 的 市 民 住 居 条 項 と 単 純 市 民 居 住 条 項 の 区 別 の
.一一9e一 と し て は,規 約 条 項 中 に,《habitation》を 使 っ て い た か,《occupation》











1973,D.1973.h£rap.P.84.な お,前 者 の 判 例 は,商 業 用 居 室 の 賃 借 人 に
ナ イ ト ク ラ プ の 経 営 を そ の 居 室 で 営 む こ と を 認 め た も の で あ る 。 こ れ は,ク ラ
ブ の 経 営 が,賃 貸 借 で 認 め ら れ て い た 活 動 で あ る と 同 時 に,賃 貸 借 契 約 後 の 区
分 的 共 同 所 有 規 約 の 改 正(r6dact三〇n)で,騒 剖 こ よ り相 隣 者 に 迷 惑 を か け る よ
う な い か な る 方 法 で の 活 動 も 認 め ら れ な い,と の 条 項 が 加 わ っ た が,以 前 の 規
約 で 認 め ら れ て い た 商 業 活 動 で あ っ た こ と な ど を 考 慮 さ れ た た め で あ る 。 後 者
の 判 例 は,バ ン 屋(boulangerie)の パ ン 焼 騒 音 に 関 す る 相 隣 粉 争 の 事 案 で あ
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る。 規約 で は,パ ン屋 の経 営 を認 め てい たが,裁 判所 は,相 隣 者 に及 ぽ す騒音
に 対 して パ ン屋 は過 失 が な くと も責 任 を負 わ ね ば な らない と した 。
(22)Cass・civ・,12nov・1963〔3・6〕.一一一一V D6siry,notesousCass.civ.,5
juin1969,J.C・P.1969.IL16133;GivonetGiverdon,op.cit.,n.289-2;
Kishinewsky-Broquisse,op.cit.,n.92.なお,前 記 破 股院 民 事部1969年6月
5日 判 決は,賃 貸借 契 約 条項 に おい て室 内 での 動 物 の所持 を禁 止 して い たが,
賃借 人 が これ を 無 視 して 犬 を室 内 に 上 げ た もの で あ り,賃 貸人(区 分的 共同所
有者 で な く賃 貸 マ ンシ ョンの所 有 者)が そ の契 約 条項 に 基 づ き契 約解 除 を請 求
し立 退 きを 迫 った 事例 で あ る。 この 争 い の なか で,賃 借 人 は.1965年法8条2
項 を援 用 して,動 物 禁 止条 項 は不 動 産 の用 途 上 正 当 と認 め られ ない,な ど と主
張 したが,控 訴院 は,普 通 の所 有者 と賃 借 人 の 間 の関 係 の解 決 に 前記 法 条 を 引
用 す るこ とが で きない か ら,契 約 条 項 に従 っ て立退 か ね ば な らない と して賃借
人 を敗 訴 させ,破 殴 院 も控 訴 院 の 判 断 を支 持 した。
(23)V・Kishinewsky・Broquisse,oP.cit(Copropri6t6etlocation).,1;Givord
etGiverdon,op.cit.,289-2.-Lyon,22janv.1969,J.C,P.1970.IV.74.
この 判決 の 要 旨は 次 の とお りであ る。す なわ ち 「第一 に,一 定 の区 分的 共 同所
有者 の負 担 とす る 引越 補 償 〔金 制度 〕 を 設 置す る こと,第 二 に,管 理 会 の事 前
の。午可 に賃 貸 借 を 従わ せ る こ と,お よび,最 後 に,区 分 的共 同所 有者 に区 分的
共 同所 有 者 だ け の間 で なけ れ ば,そ の者 の 代理 人(mandatair)を選 任 し な い
こ とを義 務 づ け る ことを対 象 とす る決議(総 会 の)は,区 分 的 共 同所 有者 の4
分 の3の 多 数 を得 てそ の管 理 組 合 に よって 採択 され た もので も無効 と され なけ
れば な らな い。 この 決議 は,区 分的 共 同所 有規 約 の変 更 を もた らす も の で あ
り,種 々の 部 分 の 自由 な享 有 を阻害 す る結 果 とな る。 この 決議 の 〔対 象=内 容
た る〕 第一一は,1965年法11条に よ り禁 じ られ た 負担 の 配 分に つ き変 更 を 形成 す
る。」 なお,こ の 判決 は,賃 貸 承諾 条 件 を総 会 決議 で決 め た もので あ る が,こ
れが 規 約 条 項 と して規約 に定 め られ た場 合 も,同 様 に解 す る こ とが で き る。
(24)共 用 部 分 の利 用 制限 条 項 が 不動 産 の用途 上 か ら正 当であ る とす る判 例 は,










区分的共同所有規約は,区 分的共同所有 の生活関係,す なわち区分的 共
同所 有者の 日常生活 お よび 区分的共 同所有 の管理を組織す るものであ るか
ら,建 物付設不動産 の区割 分を有す る区分的共同所有者は もちろんの こと
その所 有者の交替 があ って も,新 た な所有 者に尊重 され,こ れ らの者を拘
束す るもので なければ共 同の組織規程 としての役割を充分 に果 し得 ない と
いわねばな らない(1)。この よ うな観点か ら,旧1938年法8条2項 は,「 こ
の規約は,さ ま ざまな区分的共同所 有者お よびそれ らの者 のす べての承継
人(ayantcause)を拘束 す る。」 と定めた。 その旧法は,実 に この点にお
いて画期 的な発展 の一歩 を しるしたの であ る。 現行1965年法 は,こ れを受
け継 ぎ,規 約が区分的 共同所有者を拘束す るこ とは,条 文 に明記す るまで
もな く当然の こ ととし,その13条において,規約お よびその 変更は,と くに
区分的共同所有者 の特定 名義 の承継人(ayantcauseatitreparticulier)
に対 しては不動産 票に公示 の 日か らでなけ れば対抗 できない,と したの で
あ る。 しか し,特 定 名義 の承継人 とは どの範囲の者を さす のか,ま た,規
約はいつか らどの よ うな範 囲の 事項に ついて拘 束力を有す るのか な どの点










有者お よび第三者に対抗す ることが でき るよ うに なるが,し か し,そ の公
示前で も契約に 署名 した区分的 共同所有老に対 しては規約 の効力を及ぼす
ことが で きる。 これに対 して,事 後規約 の場 合は,原 則 として,総 会にお
いて規約 設定等が所定の要件の下に決議 され て規約に 署名 された時か ら即
座に区分的共同所有者 を拘束 す る〔2・3〕。 この場 合,そ の決議に反対 の者
が規約 に署名 しな くと もこの者に効力を及ぼす ことが できる。規約の第三
者に対す る対抗力につ いては,事 後規約 も,事 前規約 と同様に,規 約を公
示 した 日か ら生ず る(2)。ただ し,実際 には,規約の施行 日(jourde1'entr6e
envigeur)として特定の 日を定 めてお くことも多 く,こ の場合は,事 前
規約 も事後規約 も,例 外的 に,そ の特定の 日が規約の効力発生 日とな る。
しか し,そ の特定の 日の指定は,将 来の 日を指定 しなければな らず,規 約
に署名 した 日以前の 日を選択 してはな らない。す なわち,規 約 の効力は遡
及 させ る ことがで きない(3)〔4・1)。
〔4・1〕 破殿 院 民 事部1965年12月1日 判 決(Cass.civ.,18「d6c.1965,
Bu1Lciv.,1.p.509)
〔事 案〕 区分的共同所有不動産を賃借 して1945年以来,Yは,そ こで ス トー
ブ取 付け業(plomberie-fumisterie)を営み,1948年に,そ こを買取 り区分的
共同所 有者 となった。 同一不動産内のアパル トマ ンに居住す るXは,区 分的共
同所 有規約を基礎 に して,Yの 営業 上の活動か ら生ずる妨害(一 騒音)の 補償
を求めて訴を提起 した.そ の規約には,不 動産内においては,《快 ・不快 の 調
査(enquetedecommodeetincommodo)に従い,ま たは騒音を生 じさせ る
よ うな》すべての商業 または工業を禁ず る,と 定め られていた。 しか し,こ の
規約は,Yが 前記営業をは じめてか ら後に設定 された もの であ ったために,控
訴院 では,Xが 敗けた。 これ に対 し,Xは,Yが 前記規約を留保 して買取 った
ので(お そ らく売 買は1945年と1948年の間になされたもの と思われ る)あ るか
ら,規 約の効力がYに 及ぶな どとして上告 した。
〔判 旨〕 棄却。 「控訴院が,XはYに 対 して,不 動産 内でYに よって営 まれ
た営業の設置の後に施行 された区分的共 同所有規約を引用 し得ない とい うこと
は,正 当であ る。破殿院の コン トロールが及ば ない ところの係争事実に与え ら
れた控 訴院の判断,す なわち,不 動産が建て られている街 の通 り(rue)の職
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人的性格(caract÷reartisanal)を考 慮 して,鑑 定人に よ り確i定した妨害(一騒
音)が 近隣 の通常の義務 の程度 を越え ていないことか らも,… …権 利 の 濫 用
(abusdedroit)はな く……控訴院判決は……正当である。」
3事 項的効 力範囲
区分的共 同所 有規約 が どの よ うな事項 に対 して適 用 され るか,と い う事
項的効力範囲の問題は,そ の規約に どの よ うな事項 が定 め られ てい るか,
とい うことと密接 な関連 を もつ。規約 には,専 有部分 お よび共 用部分の享
有 と管理 に関す1る事項 を定め ることが許 され ているか ら(1965年法8条1
項),こ れ らに関連 す る事象に対 して規約条項が存すればそれが適用 さ れ
る。注意 しなければ な らない とは,規 約 に よって定 め ることが で きる事項
の範囲が,上 記 の享有 と管理 とに 直接 または間接的 に関連す ることが らに
か ぎられ てい ることであ る。 旧1938年法 の下 においては,そ れ らに関連 し
ない,い わゆ る法 外条項(clausecompTomissoire)も認 め られ ていたが,
現行法 の下においては,8条 が強 行法規 とされ たために法外条 項は同条違
反 として無効 と解 されてい る(同 法43条)(4)。したが って,現 行法の下に
おいては,規 約は,専 有部 分お よび共用部分(土 地 も含む)の 享有 と管理
とに関す る事象 についてだけ適用 され る。
さらに問題 とな るのは,区 分的共同所有者は,不 適 法 な 条 項(clause
illicite)に拘束 され るか ど うか とい うことであ る。 この点につ いて,支 配
的学 説は,区 分的共 同所有 老は適法な条項内容にのみ拘束 され るのであ っ
て不適 法な条項 には拘 束 されない と解 してい るが㈲,判 例は,不 適法な条
項 であ って もそれが変更 または廃止 され る まではその条項に拘束 され ると









(ii)特定名義 の承継人1965年 法13条に よって,区 分的共同所有
規約 は,区 分的共 同所 有者の 区 割 分 の 譲 受 人(cessionnaire),受贈者
(donataire),特定受遺者(16gataireparticulier)など特定名義の 承 継 人
にその規約の公示の 日か ら対抗 力を有す る。 これ とは逆 に,区 割分の譲渡
人は,そ の譲渡に よ り区分的共 同所有規約 の拘束か ら解放 さ れ る。 この
譲渡人の解放 と取得者の対抗を 同 時 に 説 明 す る た め に,物 権 的 義 務
(obligationr6elle)の観念,す なわ ち区分的共 同所有規約か ら生 じた権利
お よび義務は不 動産 に附着す るとい う考えが提唱 されてい る(B)。これ は,
区分的共 同所 有規約 上の権利義務は,区 分的共同所 有者の区割分の従 た る
権利 として物権的に移 転す るとい うものであ る と思われ る。
(iii)賃借人(locataire)区分的共 同所 有者か らその者 の有す る区
割分,た とえば アパル トマ ソを賃借 してい る者に対 して,区 分的共同所有
規約を対抗 す ることが で きるか ど うか につ いては争われ てい る。従来か ら
一般には,賃 借人は その規約 の適用について部外者 であ るか ら同規約 を賃
借人に対抗 す ることが で きない とされ て きた。ただ し,賃 貸人た る区分的
共同所 有者 が賃貸借 において区分的共同所有規約の遵守を課 した場 合だけ
は別であ って,こ の場 合には賃借人の規約違反に対 し,賃 貸人 または管理
者がその者に代位 して賃貸借か ら生ず る合意上の訴権を行使す ることがで
きる,と され て きた(9)。
これに対 し,近 時,あ るいは区割分 の賃借 人 も1965年法13条の承継人 に
入 ると してqo)〔4・2),あるいはは賃貸人は 自己の 有す る権利以上 の も の
を賃借で きない,と い う原則 を排除 して(1D,あるいは区分的共同 所 有 規
約の 目的か ら賃借 人を除外す ると重大 な欠陥 となると して(12)区分的共同
所有規約の拘束 力を賃借人に及ぼ し うるとい う積極的見解 も有力に主張 さ
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れ てい る。
〔4・2〕 パ リ大 審 裁判 所1971年11月3日判 決(Trib.grandeinst.Paris,
3nov.1971,Gaz.PaL,1972,1.441,noteM.M.)
〔事案〕 区分的共同所有者A夫 婦は,自 己の所有す るアパル トマンをY会 に
賃貸 し,Y会 は飢饅に反対す る活動のための事務所 として利用 していた。 とこ
ろが,1970年8月8日の区 分的共同所有者総 会は,ア パル トマ ンおよび家屋は
市民の居住 としてでなければ使用す ることがで きない,旨 の当初か らの区分的
共同所有規約を維持す ることを決め,さ らに,区 分的共同所有者は商業事務 お
よび これ と類似の活動を実施す ることが禁止 され る,と い う事項 を決議 した。
これに対 して,A夫 婦は,区 分的共同所 有者の管理 組合に対 して,上 記 の決議
は1965年法26条5項(同 条2項 と思おれ る)に 定め る専=有部分の用途変更に該
当 し総会のどの ような多数決を もって してもその変 更を強制 しえない,と して
決議 の無効を請求 した。 これ とは別に,管 理組 合は,そ の総会決議 に 基 づ い
て,A夫 婦 とY会 を相手 ど り,賃 貸借の解除 と賃借人の立退 きを請求 した。 さ
らに,A夫 婦 は,自 己 の提起 した前記請求が容れ られない とき,そ の回復 のた
めに,5,㎜ フランの損害が生ずす としてその賠償を請求 した。以上 の3つ の
請求は併合 して審理 された。
〔判 旨〕A夫 婦に よる総会決議無効の請求を主張 どお り容認 し,損 害賠償請
求を棄却。管理組合に よる解除 ・立退 き請求棄却。 「不動産の憲章(carte)と
す る区分的共同所有規約が賃借 人に対抗 で きて,そ の結果,区 分的共同所有者
の管理組合はその者に規約の遵守を課す ことが主張 で きるとして も,管 理組合
は1当 事者でない賃貸借 の解除の請求までは訴に よっても形成せ られない。 し
たが って,そ の 目的(解 除 ・立退 き)を とげ ようともっぱ ら努 める管理組合の
請求は容れ られない。」
(iv)一 般 第 三 者 区分的共同所有規約は,区分的共同所有者の賃
借人 を除 く一般の第三者に対 して も対抗力を有す るか。 この点について と
くに問題 とな って いるのは管理 者が共用部 分の修繕に関 して負 った債 務の
支払につ いて,規 約上に 明記 され た負担の配分 に従 ってその一 部のみを支
払 うことを各区分的共同所有者が債権者に対して主張し得るかどうかとい
うことであ る。 この よ うな場 合,各 自の負担 分は対内的な こ とであ って,
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債権者に対 しては それ を対抗す ることが で きない とす る見解 も あ る がq3),
規約は一般債権者 に対 して も引用で きるとして積極的に認め よ うとす る見
解が有力であ る㈹ 。積極説が その論拠 として持 ち出す判例 はつ ぎ に 掲 げ
るものであ る。
〔4・3〕 破 殿 院 民 事 部1968年5月10日判 決(Cass.civ.,10niai1968,D.
1969.45,noteGiverdon.)
〔事案〕 工事請負業社Xは.区 分的共 同所有者の管理組合 のためにそ の管理
者 との契約に基づいて屋根(couverture),暖炉(fumisterie)に種 々の工事を
施 した。X業 者が破産 しその破産管財人(syndicdelafaillite)は,その工事
代金の支払 を直接各区分的共同所 有者に請求 した。第一審裁 判官 は,破 産管財
人を勝せ た。区 分的共 同所有者は,こ れを不服 として上訴 したが,そ の うちの
Aは,さ らに,X業 社 の工事の時には売主た る元の区分的共同所 有者Yが 区分
的共同所有者であった として,Yに 対 し担保を要求 した。控 訴院 も第一審裁判
官の判断を支持 し,さ らにAの 要求 も容れた。Yか ら上告。
〔判 旨〕 棄却。 「管理組合の出費お よび負担の負債に対す る区分的共同所 有
者のそれぞれの分担 〔金〕(contribution)は,それは即座 に共同体の構成 員の
間で分け られ るものであ るが,管 理組合 の義務の支 えとな るもの で あ り,か
つ,自 動的に区分的共同所 有者のそれぞれに対する管理組合 の債権 に 相 応 す
る。第三者 または管理組合の債権者は,区 分的共同所 有者 のそれぞれ に支払を
追行す ることが できる。 したが って,事 実審裁 判官が,区 分的共同所有者のそ
れぞれは,「 不動産の共用部分に利益を与えた工事の自己の部分,不 動産の種
々な部分 を尊重 し,そ の広さお よびその状況を考 慮 した価値に比例 して分け ら
れた,共 用部分の維持 の負担』を支払わなけれぽな らないと決 したことは正当
である。」
この判決は,規 約の一般第三者に対す る効 力につ いて明確 に述べ た もの
とは いえないが,背 後に,規 約 とか総会 で決議 した負担の配 分基準 に従 っ
て,区 分的 共同所 有者に債務の支払義務 を負わせ るのが妥 当である とい う
ことを前提 と した もの であ る とい える。 したが って,積 極説 の論拠 にな り
うる。 しか し,こ の場合の債権者のほかの一般第三者すべ てについ て まで,
規約の効力を認め るのが妥 当か ど うかにつ いては疑問が残 る。
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(1)G三vordetGiverdonは,区 分 的 共 同 所 有 規 約 の 拘 束 力 に つ い て,そ の 規
約 の 目 的(but)か ら 説 明 し な け れ ば な ら ず,規 約 の 契 約 的 性 格 ま た は 法 規 的
な い し 制 度 的 性 格 か ら 引 出 す こ と は あ ま り重 要 で な い,と さ れ る(Givordet
Giverdon,op.cit.,n.294)。
(2)V.Kishinewsky・Broquisse,op.cit.,n.529.なお,GivordetGiverdon
は,r規 約 の 拘 束 力 は,反 対 の 規 定 が な い 場 合 は,区 分 的 共 同 所 有 約 款(pacte)
の 施 行 日,す な わ ち そ の 公 示 の 日 に 生 ず る 。」 と い わ れ る が,こ の 記 述 は 規 約
の 対 抗 力 の 説 明 と 思 わ れ る(GivordetGiverdon,op.c三t。,n.294.)。反 対 の
記 載 が な い か ぎ り,約 款 の 施 行 日,す な わ ち 効 力 発 生 日 は,契 約 の 日 で は な か







(7)包 括 受 遺 者 は,遺 言 者 の 全 財 産 の 遣 贈 を 受 け た 者 で あ る の に 対 し(民 法 典
1003条),包 括 名 義 の 受 遺 者 は,遺 言 者 の 財 産 の 一一定 割 合 な い し 部 分 の 遺 贈 を
受 け た 者 で あ る(同1014条)。 な お,特 定 受 遺 者 は,特 定 財 産 の 遺 贈 を 受 け た
















区分的共 同所 有規 約の遵 守をはか るために,そ の規約違 反は制裁(sanc・
tion)を受け なけれ ばな らない。 区分的 共同所 有規約は契約的性 質が濃厚
であ るか ら,そ の規約違反は,契 約上 の義務違反に あた り,一 般に民法典
上 の契約責任 の適用 を受 け ることにな る(1)。この契約責任 を求め る訴権 と
しては,義 務の履行 を求め るもの と,損 害が生 じた場合の損害 賠償を求め
るものが最 も一般的 であ り,こ れ らの請 求は しば しば 競合(cumul)して
使われ ることが あ る(2)。これ らの民法典 上の一般的制 裁は,区 分的共同所
有 規約 で定め てお くこ とも少な くない。 そのほかに,特 別的 な制裁措置 を
区分的 共同所有規約 の条項 に も り込 む例 も多 く,こ の場合 には,し ば しば
制裁条項 の有効性 をめ ぐって紛争 が起 きる ことが あ る。
2一 般 的制裁
(i)義 務の履行の訴(actionenex6cutiondesobligations)
(d)負担 の支払(paimentdescharge)一区分的 共同所有老お よ
びその承継 人が区分 的共 同所有規 約に よ り課せ られ た各 自の負担(charge)
の支払 義務 を履行 しない場 合,管 理者は その者に対 して義 務の履 行を請 求
す ることが,義 務 の一 般原則お よび管理者の管理組 合代表権 限 を 定 め る
1965年法18条1項に よ り認め られ てい る。 しか し,負 担額 の多寡,ま たは
負担 義務の存否 な どに関 して裁判上争われ る例が 多発 してい る。 た と え
ば,集 中暖房 装置の修繕 ・改造 費用の負担額につ いて とか,地 階に アパル
トマ ソを有す る区分的共 同所有者 の エ レベーター設 備の修繕 ・取替 費用の
負担 の存否について 〔5・1〕な どよ く紛 争にな って い る。
〔5・1〕 破 殿 院 民 事 部1965年11月3日 判 決(Cass.civ.,3nov,1965,
Gaz.Pa1.,1965.2.371.)
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〔事案〕 区分的共同所有不動産の管理者であるX会 社は,区 分的共同所 有老
集会の決議に従い,エ レペー ターの完全改修(r6fectioncomplbte)を行 った。
それに要 した費用 として,X会 社 は,当 該建物 付設不動産の地階部分の アパル
トマ ン(全 体の1,000分の25)を有する区分的共同所 有者 た るY会 社に対 し,
共用部分に関す る費用の配分を定 めた区分的共同所有 規約 の条項に よ り,そ の
者 の配分割合に相応す る金額の支払 を請求 した。 これ に対 して.1964年1月22
日の パ リ小審裁判所判決は 「区分的共同所有規約は,エ レベーターに関 しては
口をつ ぐんで(muet)いる し,エ レベーターは地階部分の家屋 になん ら利 益
を もた らさない.」として,X会 社の請求を棄却 した。そ こで,X会 社は,上
記 判決は1938年法5条(3)等に違背 していると して上告 した。
〔判 旨〕 破盟 ・移送。 「アパル トマ ンに よ り区分 された不動産 の区分的共 同
所有者は.反 対の証書(titre)がないか ぎ り,エ レベー ターの区分的 共 同 所
有者 と推定 され る(す なわち1938年法5条 を適 用 して)。……区分的共同 所 有
規約の沈黙(silence)においては,エ レベー ターは共用部分 と推 定 さ れ る か
ら,攻 撃 された(原)判 決は前条(前 記 法5条)に 違反 してい る。」
この判決は,不 動産 の地階部分に区割分 を有す る者を含 むすべての区分
的共同所有者は,そ の 負担 割合に応 じてエ レベ ーターの完全改修 ・取 替の
費用 を負担 しなければ な らない,と い う1938年法 の下での 支配的 な判例法
理 を踏 襲 した ものであ る(4)。しか し,現 行1965年法10条は,区 分的共 同所
有者間 の費用 負担 の公平 をはか るために,共 用設備品 目の負担 に つ い て
は,区 分的共 同所 有者は,そ の品 目が各 自の区割 分 に 現 わ れ る 有 益 性
(utilit6)に応 じて参加 しなければ な らない,と 規定 したために,ふ た たび
地階の区分的共 同所有者が エ レベ ー ターの改修 ・取 替 さらに は運 転 ・維持
にかか る費用 を分担 しなけれぽな らないか ど うか が問題 とな った。近時 の
判例 ・学説の 多数は,10条は公の秩序に関す る強行法規 であ り,こ の法条
の施行前に区分的共同所有規約でエ レベ ーターにかか る諸費用の 負担 は区
分的 共同所有者全員の負担 割合に よって分担 す るとい う条項を定め ていて
も施 行後においては効力 がない とし,ま た,エ レベー ターは まさに共用設
備品 目に該 当す るか ら10条が適用 されなければな らない とした うえで,地
階 の区分的共 同所 有者は通常,エ レベー ターに よ り利益 を得ていな い とい
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うべ きであるか ら,そ の改修 ・取替 および運転 ・維持 な どの諸費用の分担
は免除 され るべ きであ る,と い うに至 ってい る(5)〔5・2〕。今後,区 分的共
同所有規約を作成す る時は,エ レベー ターは,区 分的共 同所有者全 員の共
用部 分に入れ ることな く,一 定の者が除外 され ることを予定 した共用設備
品 目としてその他の もの と区別す るべ きであ るとも指摘 され ている㈹。
〔5・2〕 破 穀 院 民 事部1970年6月5日 判 決(Cass.civ.,5juin1970,J.
C、P.1970.II.1637,noteGuillot,D.1970.751,Gaz.Pal.1970.2.
280.)
〔事案〕X夫 婦は,パ リのマル ソー通 りに所在す る区分的共同所有不動産 の
地階部分に店(boutique)を区割分 として区分的共同所有 していた。 この不動
産には2基 のエ レベー ターがあ り,区 分的共同所有規約上,エ レベーターは共
用部分に入れ られ,同 規約11条 では,エ レベーターの維持費の配分にそなえ
て,店 の所 有者にはその者の権利 と していかなる負担 も課 さない,と 定 めてい
た。 ところが,1964年6月19日に開催 された区分的共同所有者の総 会では,
-Xは 不参加一 エ レベーターの取替(remplacement)を決め,そ の 取 替
に要す る費 用のための資金集めの権限を管理者 たるY会 社に与え,X夫 婦 を含
め区分的共同所有者全員か ら区分的共同所有権の総数に比例 して集め させ た。
Xは,同 年11月8日付の書面(lettre)によ り 「要求 された負担分(quote・part)
は過大(excessive)である」 と返答 した。 そこで,Y会 社は,最 終 的 に1966
年1月12日付の請求書面に より7,960フランの支払を改めて求めた。 これに対
し,Xは,同 様に書面に より,1965法10条に反す る要求には承服 しえない,旨
を伝 えた。 この紛争を裁判所 で解決 しようとXか らもちかけた。第一審 で訴訟
係属中,夫Xが 死亡 したので,そ の後は,X婦 人とY会 社 との間で争われた。
主たる争点 は,1964年11月8日付の書面が負担分の支払 を合意す る内容 の もの
であったか どうか とい うことと,1965年法が本件に遡及 して適用 され るか ど う
か とい うことであ った。 これに対 し,控 訴院は,Xの1965年法 の援用を正当と
し,ま た,Xの 右書面には負担 を承諾する意思 を認め ることがで きないか らX
婦人が総会 の決議に従わねばな らない とい う約束の証明を もた らさない,と 判
旨 した。 これ を不服 と して,Y会 社は上告 した。
「判 旨〕 棄却。1965年法10条1項は,「 公の秩序(ordrepublic)の条文
であ り即時適用を受け る条文 である。エ レベーターに関す る費用の一部 を地階
の区分的共 同所有者に 負担 させる区分的共同所有規約はすべ て,そ の 区 割 分
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(を有す る区分的共同所有者)に ついて無益であ り,前 記の法律の効力発生 日




義務に違反 し他の区分的共同所有者を害す るに至 るな ど共用部分等 を濫用
的に使用(usageabusif)する場合,管理 者はその区分的共 同所 有者に対 し
て一定 の措 置を講ず るよ う要求す ることがで きる(民 法典1143条)。共用
部分の濫用的使用 としては,共 用部分た る玄関 口に雨 よ け 庇(marquise)
や第三者 賃貸用 の広告 板(Panneaupublicitaire)や,規約 で定 め られ た 高
さを越 えて商店用の テ ソ ト(tente)を設 置 した場 合な どをあげ られ る。 こ
の よ うな設 置物 は,不 適 式施設(inStallationirr6guliさre)としてその収
去 を課 され ることが多 い(7)。そのほか,不 適 式工事 の停 止,お よび無権限
で除去 した共用施設の再設 置の訴 えな ども可能であ る(8)。また,駐 車禁止
(stationnementinterdit)の共用庭 等に駐車をす る自動車の 排除 もまた こ
の例で ある(9)。
(ii)損害賠償(dOmmageS・int6retS)
区分的共同所有規約違反 があ り,そ れ に よ り区分的 共同所 有 者 の 全 体
の,ま たは一部 の,も し くは特定の区分的共同所有老 が 損 害(pr6judice)
を こうむ った ときは,管 理組合 または管理者(と くに,共 用部分の 侵害 等
につ き),一部 または特定 の区分的共 同所 有者は,違 反者 に対 して,民 法
典1142条ない し1143条に よ り損害賠償 を請 求す ることがで きる(10)。軽微
な侵害の場 合に不適 式施設の除去を認 めないで損害 賠償 だ け を 認 め る
(1143条)ような判例 もあ るが(11),可能 なか ぎ り,ま たは損害賠償だけ
では不適式施 設の放 置をかばえない よ うな ときは,そ の除去を認め るべ き
であ るとい う指摘が有力 にな され てい る"2)。
(iii)罰金強 制(astreinte)
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区分的共同所有規約に違反 して工事が な された よ うな場 合,そ の工 事の
停止 お よび不適式施設の収去を命ず る とともに,こ れ の実現 を迅速 かつ確
実 にはか るために,裁 判所は,そ の実現の時 まで,1日 単位 または一定期
間単位で一定金額を定 めて支払を命ず る,い わ ゆ る罰金強制 をなす ことが
でき る㈹ 。 この罰金強制は,損 害賠 償 とは区別 され てお り,裁 判 実 務 上
一般に認め られてい る判例法理であ る(!4)。
3特 別的制 裁
(i)違 約 金条項(clausep6nal)
区分的共 同所 有規約上,同 規約 に定 めた義務履 行の過怠にそなえ て,あ
らか じめ損害賠 償 と して一定金額 の支払 を明示す る,い わゆ る違約 金条項
を定 めてお くことが一般 に認 め られ てい る(民 法典1152条)。この違約金
条項については,そ の設定 または変 更が区分的共同所 有者に とって重大 で
あるとして も,管 理組 合構成員の4分 の3の 多数決 を要す るのか(1965年
法26条b),過半数に よ り決す るこ とが できるのかが争われ てい るq5)。違
約金条項等 の制 裁条項 は,区 分的共 同所 有者の地位 に間接的 に影 響 を与 え
るにす ぎない もの とみれば,後 者に よることがで きる。
(ii)譲渡条項(clausedecessionoudisposition)また は 除 名 条
項(claused'exclus三〇n)
区分的共 同所有規約 に違反 した者は,そ の者 が有す る区割分 を第三 者に
売却 しなければ な らない とか,区 分的 共同所 有者か ら,ま たは管理組 合か
ら除 名す る,な どの条項 を区分的共 同所有規約に定 めてお く例 も 存 す る
が,こ の条項が 有効か ど うかにつ いては議論が あ る。 判例 ・多数 説は,そ
れを認め る特別法規が存在 しない し公益を事 由 としてでなければ いか な る
老 も所有権の 自由譲渡性につ いての強行法的原則(民法典545条)を侵害 し
えない との立場か ら,譲 渡 または除名条項は なん ら効力 を もちえない もの
としている(16)〔5・3〕。 なお,区 分的 共同所 有者が 自己の有す る区 割 分 を
賃借 人に賃貸 してい る場合,賃 借 人が区分的共同所有規約に違 反 す る と
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き,賃 借 人を立退 かせ るために,管 理者が賃貸人に代 って,ま たは 自己の




〔5・3〕 グ ル ノ ブル 大 審 絞 判 所1964年4月6日 判 決(Trib.gr.inst.
Grenoble,6avril1964,D.1964.367,J.C.P.1964.IL13663,
noteSavatier.)
〔事 案〕Yは,グ ル ノブルのサ ンジャック通 りに所在す る区分的共 同所有不
動産の4階 の住宅(logement)の区分的共同所有者 であ る。1962年4月に区分
的共同所 有者の多数決で採択 され,翌 年9月 に公示 された区分的共 同所有規約
には,「3条:区 分的共同所 有者は,好 きなよ うに区分 され た部分を利用す る
ことが できる。 〔ただ し〕放蕩(d6bauche)な家屋(maison)の利 用または淫
売婦(fi!lepublique)の職 業の経営は,か た く禁止す る。違反状態 にあ る区分
的共同所有者は,そ の者が禁止状に従わない ときは,効 を奏 しなか った勧告の
次の月に.区 分 された部分を売却 しなければな ら な い。4条:階 段(ecalier)
お よび 廊下(couloir)は,つね にすべての空間をEl由の ままに しておかねば な
らない。そ こでの立ち どま りは禁止 され,と くに淫売婦 のそれ も……」 と定 め
られ ていた。 ところが,Yは,区分的共同所 有不動産の玄関 口(ported'entr6e)
で客 引 き(racolage)および売淫活動に従事 し,そ の活動の停止の勧告お よび
禁止状 の送 付を受けたに もかかわ らずその活動 をやめなか った。区分的共 同所
有者 で管理者 であ るX,,X2は,管 理者 として,Yを 相手 ど り,右 規約違反を
理 由にYに その住宅を売却 させ,か つ,遅 滞の 日か ら1ヵ 月間1日 に200フラ
ンのアス トラ ン ト(罰金強 制)に 服 させ ること,お よび,そ の期間経過 後は,
公の競売(enchさrepublique)によりYの 住宅を売却 させ ることを求 めて訴を
提起 した。
〔判 旨〕 「適法性 が争われていないこの規約は,す べての区分的共同所有者
に対 し,そ れが定め る方法で,共 用部分の管理お よび使用をなす こと,と くに
売淫の禁止 をなす ことが できるが,そ れが定めた制裁については適 用が認め ら
れない。それは,結 局,権 利の一般原則お よび と くに民法典545条に よって,
所有権の行使は,法 規に よってのみ制限 され るにす ぎないこ と,お よびいかな
る者 も法律上の規定に よ り制限 されている場 合(公 的利用を原因 と した収用お
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よび不動産差押)を 除いて,そ の者の所 有権は奪われ ることがない か ら で あ
る。」 と して住宅の売却をYに 義務づけ ることを求めた請求を棄却 したが,「こ
の判決送達後一週間内にYは 当該不動産 内において売淫活動お よびその他のす
べての示 威活動 をやめな くてはな らない。 この禁止の違反はす べて,新 たに権
利が生 じてか ら3ヵ 月間,200フラソの威嚇的(comminatoire)アス トラン ト






(3)1938年 法5条1項 「家屋 のそ れ ぞれ の階が 様 々な 所 有者 に 属 す る とき,そ
の者 は,反 対 あ 証 書 の ない か ぎ り,中 庭,壁,屋 根 お よび床 の躯 体 ,階 段 お よ
び エ レベ ー ター,管 理 人 室,通 路 お よび廊 下,暖 房 装 置お よび 各室 の 内 部 に設
け た ものを 除 くあ らゆ る種 類 の導 管 線 の よ うに,所 有 者 の1人 の 専 用的 使 用 に
あて られ な い 土 地 のお よび建 物 の 部 分 のす べ て の区 分 的共 同所 有 者 〔の共 用 〕
で あ ると推定 され る。煙 突 の 箱,送 煙 管 お よび先 端 も同様 に 共 用所 有 であ る。」
(4)V・notesousCass・civ・・3nov・1965〔5・ll;Cabanac,Lacontribution
descopropri6tairesdurez-de・chauss6eauxfraisder6fectiond'unasscen.
seurv6tuste,Gaz.Pal.,1966.1.Doc.p.25.なお,エ レ ベ ー タ ー の 維 持 費 の





op.cit.,n.215-1.なお,一 階 を 含 む 各 階 お よ び 階 段 を 通 行 す る 者 を 保 護 す
る た め に 設 置 さ れ て い る エ レ ベ ー タ ー の 上 下 穴 を か こ う ガ ラ ス 壁(paroide
verre)は,エ レ ベ ー タ ー 装 置 そ の も の で は な く ,区 分 的 共 同 所 有 者 の 共 用 部
分 に あ た る か ら,地 階 の 者 も 含 め て 区 分 的 共 同 所 有 者 全 員 に よ っ て そ の 修 繕 ・
取 付 費 を 分 担 し な け れ ば な ら な い,と し た 下 級 判 例 も あ る が(Rouen,13mars
lg74.D.1g74.somm.65,Gaz.PaL,1975.2.465.),後 に こ の 判 決 は,破 殿








(9)駐 車場 につ い ては,そ れ を共 用 庭 に設 置す る場 合 に区 分 的 共 同所 有 規約 の
変 更 等 が必 要 であ り,そ の た め の要 件 と して,管 理組 合構 成 員 の4分 の3の 多
数 決 を要 し,か つ,変 更 され た規 約 の公示 が 必 要 で あ るが(1965年法26条b),
この 手続 的 な要 件 の具 備 につ い て争 い に な った 例 が あ る(Paris,200ct.1972,
」.C,P.元1971.II.16765;Trib.gr.inst.Lyon,2f6vr.1972,Gaz.Pa1.1972.
2.730.)
(10)Cass.civ.,13d6c.1965,D.玉966.somm.37;これ に対 し,民 法 典1382
条 の不 法 行 為 責 任 を適 用 した もの もあ る(Cass.civ.,14mai1962,Bull.civ.
1.p.241)。
(11)Cass.civ.,11mailg54,Gaz.PaL1954.2.30.この 判例 は 共 用部 分 た る
屋 根 兼 用 テ ラス(toit・terrasse)の防 水 た めに 無 断 で床 を上 げ た事 例 に つ い
て,当 該 テ ラス の区 分 的 共 同所 有老 が(た だ し,違 反 した本 人 を 除 く)床 を上
げ る建 設 を した 区分 的 共 同所 有者 に 対 して,そ の建 設 物 の除 去 お よび 損害 賠 償
を 請 求 した もの であ る。
(12)GivordetGiverdon,oP.cit.,n.299、
(13)Ttid.gr.inst.Grenoble,6avril1964,J.C.P.,1965.II.13633.
(14)山 本 桂 一 「フ ラ ンス法 に お け る債 務 のastreinte(罰金 強 制)に つ い て」






前節 において,フ ランスの現 行1965年法の下 におけ るアパル マ ン トの区
分的共 同所有規 約について,一 応 その全貌を概略的にみ ることが できた。
本節に おいては,前 記 フ ラソろの区分的共同所有者個人の保護のための濫
用的条項排 除の法理,す なわち不 動産の用途上か らの保護の法理,お よび
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その他の無効条項,す なわ ち広い意味 での濫用的条項排除の問題につい て
とられ た法 律構成が,現 に同類 の問題 をかか え,あ るいはかか え るであろ
うわが国の現行区 分所有法 の下に おいて解釈上,援 用 され ることが可 能で
あるか ど うか とい うことを中心 として若干の考察 を くわ え る。
1管 理体 制の強化
わが国の区分所 有法 も,フ ラ ンスにおけ る区分 的共同所 有法 と同様 に,
区分所有建物等の良好 ない し適切 な共同の維 持管理 を 目的 として定 め られ
てい ることは否定で きない ことであ る。 しか し,わ が国の区分所 有法は,
物権の特別法 と して物 権の規定 と同様,強 行法規であ るといわ れ るが,管
理行為(同 法12条～14条)をは じめ として,管 理所有(同 法16条),および
規約(同 法23条等)に ついては,規 約で別段の定めをす るとか,そ の設定
が任意であるな どとして,大 幅に区分所有者の意思にゆだねてい る。・しか
も,管 理者(同 法17条等)に ついて も,立 法関係者 は区分所有 者 の 数 が
2,3人 の場 合にはそれ を置 く必要の ない こともあ る として設置強制 を と
らない しq),また,集 会(同 法27条等)に つ いて まで も強制主義 を貫 いて
いない よ うであ る(2)。したが って,わ が 国におけ る規約には,管 理者非設
置条項 とか集 会非設置条項 が存す るよ うであ る。 ただ し,こ の よ うな規約
条項 まで も含めて,前 記 の設置強制 を とらない旨を立法関係者が論 じてい
たか ど うか については定か では ない。 と ころで,管 理者は,区 分所有建物
等の管理 について責任者 として区分所有者 を代理 ない し代表す るもの とし
て(同 法18条2項),ま た,集 会は区分所 有者団体 の意思決定機関 として
管理組織ない し体制を組む うえで欠かす ことのできない機関 である。管理
者お よび集会を現 実に設 置 していない区分所有建物 も,常 に必要があれば
設置で きるよ うに保た なけれ ばな らない。管理者非設置条項お よび集会非
設置条項は,区 分所有法23条にい う 「この法 律に定め る もののほか」の文
言に該 当す るよ うに も解 しえな くはないが,区 分所有法が管理者お よび集
会の設置 ・開催方法等 を明記 した ことは当然 にいつ で もそれ らを設置 ・開
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催 す ることがで きる旨を表 明 した もの と解すべ きであ る。 したが って,管
理 者非設置条項 お よび集 会非設置条項は,区 分所 有法17条お よび27条の趣
旨に反 し無効であ る といわ ざるを得ない。 この よ うな問題 を含あて一 般に
管 理のための組 織機構は,区 分所 有法の 目的 か ら,同 法 上に明 らかな留保
文言が存 しないか ぎ り,規 約において も,ま た総会 決議に よって も排 除 し
得ない もの と解 しなければな らない。 と くに集会 を開催 す ることは,区 分
所 有法が区分所 有者に保証 した最少限度の権能 とみ なけれ ばな らない。
2共 同利益 の擁護
区分所 有法は,区 分所有建物等の管理お よび使用に関 して区分所有 者の
共同の利益を尊重す る立場 を明確に してい る。 その具体的 なあ らわれ が同
法5条1項 であ る。同条項 は,各 区 分所 有者が建物の保存,使 用 または管
理 行為を行 う場 合,た とえその行為が各人の権利の範 囲内の行 為 と見 られ
るよ うな ときで も他の区分所 有者の権利を害 し,ひ いては共同の利益 に反
す るよ うな ことがあれば,そ の行為は許 され るべ きでない,と い うもので
あ る(3)。しか し,こ の規定 はそれ だけに とどまるもの では ない。区分所有
者 がい まだ現実 に管理等の行 為に至 らな くとも,規 約にお いて区分所有者
の共同の利益 に反す る条項 を定めた場 合は,将 来,具 体化 した ときに共 同
の利益に反す ることにな ることも予想 され るか ら,予 防的措置 としてまた
は具体的に違反行為があ った ときに,な お15条1項の趣 旨を準用 して,ま
たはそれを根拠 に共同利益 違反条項 を無効にす ることができ ると解す る。
さらに また,区 分所有者の共同利益 の尊 重の要請は,区 分所有者に対 して
だけの ものではない。区分所 有建物等に対 して利害関係 を有す る第三者 も
それを尊重 しなければな らない。 冒頭に掲 げた分譲会社等 の専用使用権 に
関す る事例は,区 分所=有者の利益 を害す るものであ るか ら,区 分所有法5
条 の類推に よ り,許 されない といわなければな らない。 しか し,区 分所 有
者が 賃料 を収取 している ときは,一 概に共同利益に反す るもの とはいえな
い こともあろ う。 とくに,わ が国 で もフランスと同様 に規約 ない し規 約案
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3区 分所 有者個人 の利 益の保護
区分所 有者個人 の利益 の保護 については,区 分所 有法は と りたてて明確
に規定 していないが,決 して これ をなお ざ りにす るものではな い で あ ろ
う。わが国 の区 分所有法 において も,フ ラ ンスの現 行1965年法8条1項 の
よ うに区分所有者の個人 の利益 を保護す ることが必 要 であ り,そ の よ うな
規定が な くともそれ と同様 の結果 を導 くべ きではないか と思 われ る。
(1)譲 渡禁止 ・制 限条項
規約 で専 有部分の譲渡 を禁 止 しまたは制限 して も,そ れは区 分所 有法23
条本文に い う 「管理又は使用 に関す る」事項 に該当 しないか ら,単 な る債
権契約 として有効 とみ とめ られ ることは あ るが,規 約 としての効 力は ない
とい うのが,わ が国の支配的 見解 であ る(4)。しか し,譲 渡禁 止 ・制限条項
は,区 分所有建物等の管理 のために定め られ ることも多い とい うことは,
前節 フ ランスの場合か ら も明 らか である。 この ような場合にお いて もなお
管理 ・使用に関す る事項 でない とい うために は,そ の管理 ・使用の概念に
制限をつけ る必要があ る。 そのためには,前 節 フランスにおけ る 「不動産
の用途」の判断基準 と して示 された物理的 な面 と人的 な面 とを区別す る方
式を引用す るのが妥当であ る。すなわ ち区分所有法23条本文の管理 ・使用
は,物 理的な もので人的要素を加味 しては な らない と解 しなければな らな
い。 なお,譲 渡禁止 ・制限条項の無効を導 くための法律構成 としては,フ
ランスにおけ ると同様 に,所 有権 譲渡の 自由の原則お よび これ と関連 させ
ての公序違反 として民法90条に よることも可能 である。 もし,わ が国にお
いて譲渡禁止 ・制限条 項に規約 と しての効力を付与す るとな ると,登 記措
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置等公的 な公示 方法が とられ ていない規 約に,普 通 の所 有権の譲渡禁止 ・
制限以上 の効力 を与 える とい う結果 を認 め ることにな る。 この結果を認め
るには,少 くと もわ が国 で も規約を登記す る方法を講 じておかねば な らな
い と思わ れ る。
(ii)譲渡強 制条項
規約違反 の制裁 と して違反者 の専有部分 の譲 渡を規約 で定めてお く譲渡
強 制条項 についての有効性の問題 につ いて も近時,議 論 され るよ うにな っ
たがく5),この問題につ いて もフランスの場 合 と同様,所 有権の処 分の 自由
を侵害す るもの と して民法207条お よび これ との関連 において民法90条に
反 す るもの と解す る。
(iii)不動産 の用途上 か ら正当 と認め られ ない使用制限条項
区分所有法23条は,規 約で区分所有者相互間の使用に関す る事項 を定 め
る ことが で きるとしてお り,一 見,ど の よ うな制限 で も可 能の よ うにみれ
るが,そ の制限が合理 的な もの でなければ な らないであろ う。 どの ような
制 限が合理 的であ るかは,同 法9条1項 にい う共用部 分に つ い て の 「用
方 」の文 言が1つ の判断基準 を提示 してい る。 結局,そ の判断 は,フ ラン
スにおけ る と同様に,規 約上 の制限態様,程 度,趣 旨 とか譲渡契約 書上 の
記載,建 物等 の性格,位 置,状 況な ど総 合的に判断 しなけれ ばな らない。
専有部分の 賃貸借 禁止条項や 競合的商業禁 止条項は,こ の総 合的判断 か ら
許 され ない ことが多いのではないか と思われ る。 これ とは逆 に,こ の総 合
的判 断か ら,た とえば,住 居 専用条項付 の住宅 であ って も商業的活動が認
め られ るこ とがあ る と解すべ きであ る⑥。
そのほか,専 用使用権 の設定 に よる共用部分の全面的使用阻害,お よび
規約違反に対す る制 裁 としての共用部分の使用停止条項 な どは,区 分所有




わが国の実際の規約は,フ ラソスの旧1938年法下 と同様,区 分所有法 が
規約で定め ることがで きる事項を規制 してい るに もかかわ らず(同 法23条
お よび3条2項,4条2項,8条 但書,10条,12条等 々),それ ら以外の,
いわゆ る法外 事項 を規約に定めてお く例があ る。 しか も,こ れを支持す る
学説 もあ る(8)。しか し,規 約は特定 承継 人に も効力が及ぶのであ るか ら,
法外事項につ いては これ を定 めて も規約 として効 力を有 しない もの とみ る
べ きであ る。
(1)川 島一郎 「建物 の区分所有等 に関す る法律の解誤(下)」法曹時報14巻8号
1238頁。
〈2)川 島 ・前掲50頁。
(3)川 島 ・前掲(中)法 曹時報14巻7号1066頁。なお,同 解説は 「5条1項 は
その趣旨において,権 利 の乱用を禁止 した民法第1条 の規定 と一 面通ず るもの
が あるといえよ う」 とされ る(同1067頁注(2))。
(4)川 島 ・前掲(下)1243頁,玉田 ・前掲(区 分所有規約条項 について)57頁
一 「純然た る所有権 レベルの事項」である とされ る。
(5)青山正明一宇佐見隆男 一加藤一郎他研究会 「区分所有建物 の管理の現状 と立
法の課題」NBL214号35頁,丸 山 ・前掲書(区 分所 有建物 の法律問題)226
頁,同 「住居所 有権の剥奪一 住居所 有権法18条・19条横浜市立大学論叢社会
科学系列31巻2・3号,な ど。
(6)玉 田教授 は,専 用部分の制限に合理性がある例 と して,「 住居 専用の分譲
マ ンシ ョンの場合において,専 有部分を住居以外の用途(終 夜営業 のスナ ック
喫茶な ど)に 供す ることを禁止 した り制限す る規約条項を定 め ることはなん ら
:差支えない」(前 掲 《区分所 有規約条項について》58頁)とされてい るが,建
物が所 在す る四周の状況等総合的に判断 してこそその合理性が基礎づけ られ る
か ら,上 記の場合 の終夜営業 のスナ ック喫茶がつねに許 され ない とい うもので
はないと考え るが,こ の ような意味 での例示 であれば私 も同感であ る。
(7)玉 田 ・前掲(区 分所有規約条項について)58頁一 玉 田教授 は,規 約違反
者に対す る制裁 として 「規約で共用部分の使用停止を定めて も,効 力的におの
ずか ら限界があ り,全 面使用停止措置はとれない」 と解 されてい る。




フ ランスの旧1938年法 も現 行1965年法 も,ま たわが国の現行区分所有法
も,区 分所 有不動産の使 用お よび管理 に関 して,規 約 自治主義 を基 本 とし
て区分所 有者(区 分的共 同所有者)に 自由を認め てい る。 この ことは,区
分所有権以外 の普通 の所 有権 の 自由の尊重を区分所 有権 において もで きそ
か ぎ り貫 こ うとす るものであ り,何 人 もみだ りに これ を侵害 してはな らな
いが,し か し,区 分所有不動産に おいては それが垂直的(階 層的)不 動産
であ るに しろ水平的(長 屋的)で あ るに しろ各部分 を所有す る者 の共同所
有が必要 で あ り,そ の共 同所有 のための所 有権 の 自由に対す る制約は 区分
所 有者 も甘受せねば な らず,そ の共 同所 有のための予防的 または監護的制
約 と して規約が認め られ てい るのであ る。 この意味にお いて,規 約は いわ
ば,共 同所有の制約 を所有権の 自由を土台に して築 くための道具 と して使
われ てい るといえ る。
しか し,共 同所 有のための制約 としての規約 自体に関 し,ど こまでその
自由ない し自治を認め るか とい うことに ついては,フ ランスの現行法 とわ
が 国の区 分所有法 とでは大 きな差異があ る。前者は強行法規を多数定めて
規約内容 を厳 格に制限 してい るのに対 し,後 者は広範な 自治を 許 し て い
る。 そのために,わ が国の規約については,何 についてで も定 めておけば
よい とい う一種 の放任 主義的 な現象 も生 じてい る。 これ は決 して好 ましい
ことでは な く,こ れが極端に なると,い わば規約の濫用,な い し広い意味
での濫用的条項の 問題 に連 な るのであ る。
規約 は,そ れが 付着す る区分所 有不動産の共 同所 有のための共 同憲章 で
あ り,区 分所有不動産が存続 す るか ぎ り規約 も存続す るもの であ って(規
約の廃 止が ない限 り)単 に規約 を設定 した区分所有者間だけの制約 では な
い ことを再 認識 して,合 理的 な内容を もった ものであ ると同時 に安定性 の
あ るもの と しなければ な らない。
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なお,資 料不足,資 料 の消化不良な どに よ り不 正確 な表現が あ るか も知
れない。 御叱正を得 て補 正 してい きたい と思 う。
